
ETC2.0 データを活用した冬期交通状況のモニタリングについて
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１．はじめに

北海道内の市町村は、豪雪地帯対策特別措置法に基づき、

国土交通大臣、総務大臣及び農林水産大臣が政令で定める

「豪雪地帯」または「特別豪雪地帯」に指定されている。本

稿で対象とする札幌市は、豪雪地帯に指定されており、年間

の累積降雪量は 4 m を越え、図 1 に示すように、世界の 100
万人以上の都市で類を見ない降雪量となっている。

札幌市のような豪雪地帯において、都市の機能維持を図

るためには、冬期の円滑な移動環境の確保が非常に重要で

ある。しかしながら、近年では短時間に集中した降雪によ

り、除排雪の能力を超え、札幌都市圏全体にわたる交通渋滞

により公共交通ダイヤに大幅な乱れが発生し、市民生活や

経済活動、観光客の行動に大きな影響を与えている。

このことから本稿では、円滑な冬期の交通行動の支援を

念頭に、降雪による交通状況の変化を簡便な方法で面的に

把握することを目的として、2022 年 2 月に発生した 2 回の

大雪時の気象データや、ETC2.0 プローブデータから冬期の

降雪と札幌市内の交通状況をモニタリングする手法を検討

する。

２．2022 年 2 月の大雪について

2022 年 2 月は、札幌市において 2 回の大雪があった。図

2 にその大雪時の天気図を示す。1 回目は 2 月 5 日（土）か

ら 6 日（日）にかけて、西高東低の冬型の気圧配置（図 2 
(a)）により北海道の上空に強い寒気が流入し、石狩湾で発

達した雪雲が 5 日（土）昼過ぎから 6 日（日）にかけて、

札幌市を中心とした石狩地方へ断続的に流入し、局地的な

大雪となった。2 回目は 2 月 20 日（日）から 23 日（水）に

かけて、急速に発達した低気圧が千島近海へ進み、北海道付

近は強い冬型の気圧配置（図 2 (b)）となった。このとき石

狩地方では、北西の風により強い雪雲の流入が続き、大雪と

なった。図 3 は 2022 年 2 月の札幌管区気象台における積雪

深と海面気圧の変化を示したものである。5 日（土）から 6
日（日）にかけての大雪と、20 日（日）から 23 日（水）に

かけての大雪により、積雪深が著しく増加していることが

わかる。大雪の影響により、札幌市内では道路脇への堆雪が

みられ、車線幅員の減少や積雪による凹凸路面・凍結が発生

した。このため図 4 に示すように、札幌市内の広範囲にお

いて交通渋滞が発生したほか、JR、バスの運休や大幅なダ

イヤの乱れも発生し、市民生活に大きな影響を与えた。

図 1 世界の大都市における降雪量 1)

(a) 2022年2月6日の天気図 2)

(b) 2022年2月21日の天気図 2)

図 2 大雪時の気圧配置

３．広範囲なエリアでの交通状況の把握手法

3.1 MFD について

降雪は広範囲のエリアにわたるため、交通への影響も広

範囲となる。大雪時の交通状況は、時々刻々と変化する道路

状況（堆雪や路面、視程）や交通量により変化することから、

個別の場所での状況だけではなく、広範囲なエリアでの状
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図 3 2022 年 2 月における札幌管区気象台の積雪深と

海面気圧の変化

(a) 札幌市内での道路状況    (b) 歩道の状況

図 4 2022 年 2 月の大雪による影響

図 5 MFD を活用した交通状況の把握方法

況把握に着目することとした。Daganzo 3)らは広範囲なエリ

アの交通状況の把握のために、エリアで集計した交通量Q
（台/h）と交通密度K（台/km）の関係からネットワークの交

通状況を捉える巨視的な指標（QとKをグラフでプロットし

たもの）として、MFD（Macroscopic Fundamental Diagram）

を提案している。図5に示すように、一般的な交通状況の把

握としては、「断面」や「区間」を対象とするが、MFDは「面」

を対象としており、都市全体で道路パフォーマンスが低下

するような交通状況を理解することが可能な指標とされて

いる。本稿においては、大雪時の交通状況の理解としてMFD
を用い、札幌都心部の降雪と交通流の状態の把握を行う。

図 6 分析対象エリアの交通状況(2/22) 

3.2 使用データについて

 交通への影響把握のため、札幌管区気象台の気象データ

（降雪量、積雪深、気温）を取得した。また、ETC2.0 プロ

ーブデータから図 6 に示す分析対象エリアの交通量 Q（走

行車両台数）、個別走行車両の平均速度 vi を取得する。MFD
は、縦軸に Q、横軸に k（平均交通密度）をプロットするが、

k は、(1)式で計算する V（エリア全体の平均速度）を用いて、

(2)式から計算を行った。

                     = ∑ ∈                   (1)
                        =                  (2)
ここに、vi：車両 i の平均速度（km/h）

F：分析対象エリアに存在する車両集合 

Q：分析対象エリアの交通量（台/h）
V：分析対象エリアの平均速度（km/h）
k：分析対象エリアの平均交通密度（台/km）

４．大雪時の札幌都心エリアの状況

1回目の大雪は、図7に示すように、2月5日（土）夜間及び

6日（日）午前の降雪量が多く、短時間の降雪が特徴となっ

ている。また図8・9の交通量Qと走行速度Vの関係より、6日
（日）は7日（月）と比較し、6時から13時にかけての降雪に

よって、11時から23時頃の走行速度Vが15km/h以下となって

おり、降雪による長時間の速度低下が確認できる。

次に、計算により算出された6日（日）、7日（月）のMFD
を図10・11に示す。6日（日）は、9時～12時台にMFD①の

形状が緩やかとなったあとに、下側のMFD②にすり付く状

態となっており、午前から午後にかけて道路パフォーマン

スの低下が確認された。この変化に伴い、MFDのプロット

される点がループするヒステリシス・ループ（同一平均密度

に対して複数の平均交通量が生じる現象）も確認できる。実

際に、図12に示すとおり、札幌市内では同日15時頃に、堆

雪による車両の速度低下が発生していたことから、MFDは
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図7 2/5(土)～2/6(日)の降雪状況 

図8 2/6(日)の交通量Qと速度V 

図9 2/7(月)の交通量Qと速度V 

大雪時の交通状況を表現可能な指標の一つであると考えら

れる。また7日（月）においても、6時から8時過ぎ頃までは

交通量Qの増加と走行速度Vの低下によりM FDは③で推移

しており、図12のような交通状況が継続していたと考えら

れる。それ以降、走行速度Vの回復によりM FDが④へシフト

したものの、13時頃に再び走行速度Vが低下し、M FD⑤のよ

うに再び道路パフォーマンスが低下している。

2回目の大雪は、図13に示すように、2月20日（日）から23

日（水）にかけて断続的な降雪により、積雪深も増加してい

ることがわかる。また図14・15の、大雪の影響を受けてい

ない14日（月）と大雪時の21日（月）の交通量Qと走行速度

Vの関係より、出勤・帰宅時間外である12時～16時の交通量

Qは、14日（月）で1,000～1,200台/m in程度であるが、21日

（月）は、900台/m in程度に減少していることがわかる。

図10 2/6（日）のMFD 

図11 2/7（月）のMFD 

図12 堆雪による車両の速度低下（2/6 15時 札幌市内） 

次に、14日（月）と21日（月）のM FDを図16・17に示す。

また両者のM FDの傾きを比較するため、線形近似にて近似

式を導出した。その結果、21日（月）は、大雪の影響を受け

ていない14日（月）よりも傾きが小さく、エリア的に走行速

度Vが低いことがわかる。また午前9時頃からM FDが⑨から

⑩へ遷移し、道路パフォーマンスが向上したが、15時頃から

の降雪によりM FDが⑪へ遷移し、再び道路パフォーマンス

が低下している。このことより、平常時と大雪時の交通状況

の差異についても、M FDにて把握可能であると考えられる。

１５ 
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図13 2/20（日）～2/23（水）の降雪状況

図14 2/14（月）の交通量Qと速度V 

図15 2/21（月）の交通量Qと速度V 

５．まとめ 

 広範囲の大雪時の交通状況を把握する手法として、札幌

市での2事例の大雪について、ETC2.0プローブデータを用い

たMFDによる分析を試みた。その結果、札幌市内での大雪

による交通状況について、ある程度の再現性を有している

と推察された。MFDは，平均速度と平均交通密度のみを用

いてエリアの交通状況を簡便に把握することができるため、

リアルタイムな交通制御に繋がる有効な指標であると考え

られる。例えば、札幌市内の走行車両台数が、市内に流入で

きる上限台数に達しないようにETC2.0プローブデータから

リアルタイムにMFDを描画して交通状況のモニタリングを

行うことで、都市全体が渋滞状態に陥る危険性がある場合

   

図16 2/14（月）のMFD 
  

図17 2/21（月）のMFD 

に、行政側が不要不急の行動抑制を行うべきか判断する際

の1指標になると考えられる。また、ETC2.0プローブデータ

は日々取得されることから、冬期の気象条件の良好日及び

不良日のMFDデータを蓄積することにより、予想降雪量な

どの気象予想データを入力することで、エリア全体の交通

状況に関する予測MFDが出力されるような、交通状況予測

モデルを構築することが可能になると考えられる。これら

の検討も含め、今後も都市全域の渋滞回避に向けて研鑽を

行いたい。
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tal findings, Transportation Research Part B 42 (2008) 759–
770. 
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３つの姿を実現する安定基盤の構築 国等からの支援充実 全国連絡会のエージェント機能の強化

新「道の駅」のあり方検討会 提言 令和元年11月18日

第３ステージ（2020年～2025年）《地方創生・観光を加速する拠点》
「道の駅」を核に地方創生 持続可能な安定運営

「2025年」に目指す３つの姿

＜これまでの主な取組み＞
キャッシュレス導入
道の駅同士が連携したEC/通販
施設の衛生環境の改善

＜これまでの主な取組み＞
「防災道の駅」制度の創設と重点支
援
地域防災力の強化のためのBCP策
定や防災訓練の実施
「防災拠点自動車駐車場」の指定

＜これまでの主な取組み＞
子育て応援施設の併設
道の駅ニーズと民間シーズのマッチン
グによる地域の課題解決
大学等との連携によるインターンシッ
プや実習

1.道の駅を世界ブランドへ
（ニューノーマル対応）

2.新「防災道の駅」が全国の
安心拠点に

3.あらゆる世代が活躍する
舞台となる地域センターに

「道の駅」での冬期災害対応力の向上に資する取り組み

―「道の駅」さるふつ公園での事例報告―

林 貴博＊１  石神 淑恵  白鳥 智久

１. はじめに

「道の駅」は、平成 5 年に制度が創設されており、四

半世紀が経過している現在では、全国で 1,209 駅（令和 5

年 8 月末現在）、そのうち北海道では 127 の道の駅が設置

されている。

国土交通省では、令和 2 年～令和 7 年を道の駅第 3 ス

テージとして、『地方創生・観光を加速する拠点』と『ネ

ットワーク化で活力ある地域デザインにも貢献』をコン

セプトに掲げ、令和 7 年に目指す以下の 3 つの姿に向け

た取組が進められている（図 1）。

1.道の駅を世界ブランドへ

2.新「防災道の駅」が全国の安心拠点に

3.あらゆる世代が活躍する舞台となる地域センターに

道の駅第 3 ステージにおける最重要の取組として、災

害時に広域的な復旧・復興活動の拠点となる道の駅が「防

災道の駅」に選定されている。防災道の駅に関する具体

的な選定要件については、1.「都道府県が策定する広域

的な防災計画及び新広域道路交通計画に広域的な防災拠

点として位置付けられていること」、2.「災害時に求めら

れる機能に応じて施設・体制が整っていること（①建物

の耐震化、無停電化、通信や水の確保等、②2,500 ㎡以

上の駐車場、③BCP（業務継続計画）の策定）」、3.「2 が

整っていない場合は今後 2 年程度で必要な機能、施設・

体制を整えるための具体的な計画があること」となって

いる。1)

北海道では令和 3年 6月に、道の駅「てしお」（天塩町）、

道の駅「ニセコビュープラザ」（ニセコ町）、道の駅「さ

るふつ公園」（猿払村）、道の駅「厚岸グルメパーク」（厚

岸町）の 4 箇所が防災道の駅に選定されている。

図 1 「道の駅」第３ステージの主な取組み

本稿では、北海道で選定された 4箇所の道の駅のうち、

宗谷管内の選定箇所である道の駅「さるふつ公園」（以下、

当駅）に着目し、防災道の駅として防災機能の向上を図

るために実施した取組状況について報告するものである。

２. 道の駅「さるふつ公園」について

２.１. 道の駅「さるふつ公園」の概要

当駅は、猿払村の国道 238 号沿線に位置し、平成 10 年

4 月 17 日に北海道で 54 番目に登録された道の駅である

（図 2）。

当駅は、広大な敷地に宿泊施設、公衆浴場、キャンプ

場、パークゴルフ場、飲食店、土産店など多数の施設が

あり、宿泊施設内には、猿払村産の牛乳やホタテの販売、

レストランではホタテや魚介類を使ったメニューを提供

している。猿払村のシンボル「風雪の塔」や「インディ

ギルカ慰霊碑」など観光スポットもある施設となってい

る。

当駅の駐車場は面積が約 4,000 ㎡あり、重要物流道路

である国道 238 号に接続している。立地としては災害ハ

ザートの区域外であることから、災害リスクの低い立地

である。

また、当駅は、耐震化、無停電化、停電時にも使用で

きる通信機器等の通信設備、貯水タンク、防災トイレ、

防災倉庫等の施設が整備済であり、道の駅が道路管理者

と結ぶ災害協定や防災訓練、感染症対策等の体制が整っ

ていることから、ハード・ソフトの両面で防災機能に優

れている道の駅である。

２.２. 「防災道の駅」の選定理由

当駅は、北海道縦貫自動車道 豊富北 IC に近く、地域

図 2 道の駅「さるふつ公園」位置図
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中心都市である稚内市が津波による浸水被害を受けた

場合でも宗谷地域全体をカバーすることが可能である。

また、周辺のヘリポート、自衛隊駐屯地からのアクセス

に優れ自衛隊等の復旧・復興活動拠点として最適、かつ

オホーツク沿岸地震など切迫する災害リスクにも対応

可能であることから、「防災道の駅」に選定されている。

当駅が防災道の駅として行った令和 4 年度の取組の

うち、BCP の策定、防災資機材の配備、防災訓練の実施

の取組状況について、以降の章で述べることとする。

３. 道の駅 BCP（業務継続計画）の策定

３.１. 道の駅 BCP とは

道の駅 BCP とは、災害が起きた際、道の駅が防災拠点

機能を適切に発揮しつつ生活拠点機能の早期再開を目

指すために、発災時に道の駅が優先して実施すべき業務

を明確にし、その業務を確実に実施できるよう、あらか

じめ事前準備や体制等を整理したものである。

３.２. 道の駅「さるふつ公園」BCP の策定経緯

当駅は、公園全体が道の駅に指定され、猿払村住民の

憩いの場であるとともに猿払村の観光拠点となってい

る。また、猿払村地域防災計画において、指定緊急避難

場所に指定されていることから、道の駅が有する防災拠

点機能を的確に発揮し、災害時における村民や道路利用

者等の避難支援を行うことが求められている。これによ

り、避難支援を確実に実施できるようにあらかじめ準備

を整えておくことが重要であることから、道の駅 BCP

（業務継続計画）を作成する必要がある。

当駅の道の駅 BCP は、猿払村地域防災計画及び猿払

村業務継続計画に定められた災害応急対策業務を含む

非常時優先業務で示されていない当駅で実施すべき、災

害時における村民や道路利用者等の避難者に対する避

難生活の支援内容を明確にしたものである。2)

３.３. 道の駅 BCP の検討内容

内容の構成については、国が公表しているガイドライ

ンやマニュアルに基づき、「事前取組みに係る基本指針

の設定や運用体制の検討、危険事象・被害想定、重要業

務の抽出」と「重要業務と行動計画に係る重要業務の開

始目標時間の設定や実施体制、行動計画を策定する」。

特に、大規模災害時の制約を伴う状況下においても重

要業務を迅速かつ円滑に発揮することが求められるた

め、優先的に実施すべき業務を時系列で絞り込み、行動

フローとして整理を行う（初動対応、応急対策活動、事

業再開への取組み、感染症の予防や拡大防止対策）（図

3）。

図 3 重要業務の抽出

【発災時における「道の駅」重要業務の項目】

３.４. 道の駅 BCP の発動と解除

道の駅 BCP の発動基準と解除基準は以下のとおりで

ある。

【発動基準】

・村内で震度５強以上の地震が発生し、災害対策本部

が設置されるとともに、村内で甚大な被害が生じた

場合

・津波注意報等の津波に関する情報が発表され、国道

238 号の通行が困難になった場合

・暴風雪警報が発表され、国道 238 号の通行が困難

になった場合

・猿払村長がＢＣＰの発動が必要と認めた場合

【発動権限者】

・発動権限者は、猿払村長を基本

・発動後の業務対応責任者は、猿払村産業課長を基本

【発動解除基準】

・発動権限者は、道の駅 BCP の発動の必要がなくなっ

たと判断した場合

３.５. 防災資機材の配備

猿払村地域防災計画に位置付けられた当駅において、

無停電対策や防災トイレ、衛星携帯電話の整備を進めて

きており、防災資機材を配備している（写真 1）。また、

防災訓練プログラムを作成するとともに防災資機材に

関するマニュアル類を作成した（図 4）。

写真 1 道の駅に配備されている発動発電機
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図 4 防災資機材に関するマニュアル（発動発電機）

４. 防災訓練の実施

防災道の駅としての機能の確認や道の駅 BCP の検証

を目的として、災害時における迅速な救援・救助、復旧

を可能にするための防災訓練を実施した。

当駅の防災訓練の概要を以下に示す。

４.１. 実施概要

暴風雪時における一般待機車両を道の駅まで誘導す

るとともに、避難場所として道の駅 BCP を検証すること、

また、道の駅における各種防災資機材の点検・使用訓練

を行うことを目的とし、以下のとおり実施した。

日時：令和 4 年 12 月 6 日（火）13 時～15 時

実施場所：猿払パーキングシェルター、当駅

参加者：猿払村、道の駅施設管理者、国道維持業者、

稚内開発建設部

実施した訓練内容は（表 1）の通りである。

４.２. 実施結果

(1) 車両誘導・避難訓練（待機車両の誘導）

待機車両の誘導の訓練では、以下のシナリオに沿って

実施した。

①暴風雪の中、猿払パーキングシェルターにて待機車

両が数台待機していることを道路パトロール車が

発見する。

表 1 訓練内容

プログラム 内容

1 主旨説明

2 車両誘導・避難訓練 待機車両の誘導

3 避難者の受入れ・誘導

4 避難場所での生活支援

5 防災資機材の使用訓練 防災拠点自動車駐車場の

確保・標識掲示等

6 振り返り アンケート調査

写真 2 待機車両の誘導訓練の様子

②暴風雪がしばらく止む様子もなく、より安全な道の

駅へ避難させるため、関係機関間において、道の駅

での待機車両の受入れについて連絡調整する。

③道路パトロール車が先導し、待機車両を道の駅へ避

難誘導する。（写真 2）

(2) 車両誘導・避難訓練（避難者の受入れ・誘導）

避難者の受入れ・誘導の訓練では、以下のシナリオに

沿って実施した。

①猿払村から道の駅管理者へ、避難場所の開設準備を

連絡する。

②道の駅管理者は、ホテル内の受付場所、避難スペー

ス（1 階・2 階）、車中避難者専用駐車スペースを確

保する。

③道路パトロールカーに先導されてきた待機車両が

到着する。

写真 3 待機車両の避難の様子（上）避難者の受入の

様子（下）
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④道の駅管理者は、一般待機車両の避難場所を確認し、

ホテルまたは車中避難専用駐車スペースへ誘導す

る。（写真 3）

(3) 車両誘導・避難訓練（避難場所での生活支援）

避難場所での生活支援の訓練では、以下のシナリオに

沿って実施した。

①道の駅管理者は、ホテル避難者及び車中避難者の健

康状態等を確認する。（写真 4）

②道の駅管理者は、毛布・飲料水等備蓄品を提供する。

(4) 防災資機材の使用訓練

防災資機材の使用訓練では、防災トイレ、発動発電機、

投光器、衛星携帯電話、防災拠点自動車駐車場の標識を

実際に使用・設置し訓練を実施した。（写真 5）

(5) アンケートによる振り返り

防災訓練参加者を対象とした振り返りのアンケート

調査を実施した。

アンケート結果から、今回実施したような災害時の対

応フローを把握するような大規模な訓練のほか、防災資

機材の使用訓練などは小規模な訓練が有効であるとい

った意見が挙げられた。

写真 4 避難場所での生活支援訓練の様子

写真 5 防災資機材の使用訓練の様子

そのほか、防災訓練参加者の意見から災害発生時の対

応として道路管理者・道の駅管理者それぞれに対し、以

下に示す 2 点の課題が明らかとなった。

(a)緊急時の連絡体制の見直し

車両の避難連絡の訓練では一連の取組を確認できた

が、迅速さを確保するため、猿払村役場内の連絡体制を

省略し道の駅管理者に直接連絡が届く方がよいという

意見が挙げられた。

緊急時においては、輸送ルートの確保が求められるた

め早急な車両誘導、また車中避難者の安全確保を優先す

べきであることから、連絡体制の簡略化も検討する必要

がある。

(b)関係機関連携による体制づくり強化

特に冬期災害においては、天候の急激な悪化により二

次災害が発生しやすく迅速な対応が求められるため、迅

速な車両誘導や情報提供を行う体制づくりが課題とな

ることが明らかとなった。

道路管理者・道の駅管理者などの関係機関が相互に連

携し、連絡体制や人員の確保を実施することで、二次災

害の防止、避難者の生活支援の拡充が可能となる。

５. まとめ

道の駅「さるふつ公園」は北海道で 4 箇所のみの「防

災道の駅」に選定され、BCPの策定や防災資機材の配備、

防災訓練等に取り組んだ。

６. 今後に向けて

令和 5 年 3 月に公表された道の駅「さるふつ公園」事

業継続計画（BCP）には、継続的な取組を図るための計

画が示されており、道の駅 BCP の定期的な見直し、定期

的な研修や防災訓練の実施等が重要である。定期的な訓

練等を通じた検証を行い、継続的な計画の改善に取り組

む必要がある。

また、令和 4 年 12 月に実施した防災訓練で明確とな

った課題に対し、道路管理者・道の駅管理者それぞれが

緊急時の連絡体制の見直しや関係機関連携による体制

づくり強化に取り組む必要がある。
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https://www.vill.sarufutsu.hokkaido.jp/hotnews/files/00004000
/00004096/20230308164129.pdf
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冬季オホーツク海の海氷減少が引き起こす波の増大 

岩﨑慎介＊１ 
1.はじめに 
気候変動下におけるオホーツク海の年最大海氷面積

は、10 年あたり 3.5%減少していると報告されており

（ https://www.data.jma.go.jp/gmd/kaiyou/shindan/a_1/series
_okhotsk/series_okhotsk.html）、今後も減少することが予

想されている 1)。海氷は波浪を減衰させる効果を持つこ

とから、海を浮遊する自然の防波堤としての役割がある

と言われている。そのため、海氷減少により波浪の増大

やそれに伴う様々な災害の多発が懸念されている。しか

し、オホーツク海の長期的な波浪変化に着目した研究例

はほとんどなく、同海域における長期的な波浪変化や、

その原因について、よく分かっていなかった。

このような背景のもと、当チームでは、これまでオホ

ーツク海の波浪に着目し、様々な研究を行なってきた 2-6)。

本論文は、Iwasaki (2023)6)の内容をもとに、オホーツク

海における波パワーの長期トレンドとその要因につい

ての結果を提供するものである。詳細は、原論文 6)を参

照願いたい。

2.⽅法
本研究では、WAVEWATCH III (WW3) ver.6.077)の

one-way ネスティングを⽤いて２つの領域（領域1:42°
–63°N, 135°–165°E, 領域2:43°–48°N,141.5°–146°E)で波
浪計算を⾏った。海氷域のアルゴリズムは、既往研究2,3)

の結果に従い、Meylan et al. (2014) 8)の⼿法を⽤いた。
また、発達・散逸のソース項にはST6を適⽤した。空間
解像度は、領域1が0.25°で、領域2が0.08°である。国⼟
交通省港湾局提供の波浪観測（NOWPHAS）との⽐較
では領域2のモデル結果を⽤いている。周波数解像度は
0.035から1.1Hzを対数的に30分割し、⽅向解像度は10°

としている。また、海岸線・海底地形にはGEBCO2020
を⽤いた。
現実の波浪を再現するために３種類の再解析データ*1

（JRA559),ERA510),MERRA211)）から提供されている海

上風と海氷を用いて、３ケースの波浪計算を過去40年間

（1981年9月初めから2021年8月末まで）で実施した(標

準実験)。ただJRA55では海氷が提供されていないため、

代わりにNOAA12,13)のものを使用した。また、波浪の長

期変動に対する海上風と海氷の影響を見るために、海氷

の長期変動を除去した計算（海氷気候値実験）も３ケー

ス行った。海氷気候実験では、海上風は標準実験と同様

にオリジナルのデータを用いているが、海氷は気候学的

にのみ変化するデータを使用している。本研究では、海

氷気候値実験は海上風の効果による長期的な波浪変化

とし、海氷の効果による波浪変化は、標準実験と海氷気

候値実験の差と考えた。

3.結果
3.1 波パワーのトレンド
すべての標準実験の結果から、オホーツク海で平均し

た波パワーは、冬季の間(12-2 月)、顕著に増加している

ことがわかる（図 1）。

図 1 (a)オホーツク海における月毎の波パワーの長ト 

レンド. 大きい円は統計的に有意(90%)なトレン

ドを意味する.(b)冬季(12-2月)のオホーツク海に

おける波パワー偏差（冬季平均ー気候値）の時間

変化とその回帰直線.標準実験から得られた結果. 

＊１ 寒地土木研究所寒地水圏研究グループ寒冷沿岸域チーム
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また、波パワーのトレンド値は場所によって異なるも

のの、その傾向はほとんどの領域で正の値を示す（図2）。

オホーツク海の領域全体で平均すると、波パワーは 10 年

間で約 12〜15%の割合で増加していることが明らかにな

った（表 1）。なお、冬季における波パワーの増加傾向は、

北海道沿岸域に位置する波浪観測結果(NOWPHAS)か
らも確認できた（図は省略）。 

図 2 JRA55の標準実験から得られた冬季(12-2月)におけ

る波パワーの長期トレンド. コンターはトレンド

の割合(%/10年)を示す. 点描は統計的に有意(95%)

な領域を意味する. 

表 1 冬季オホーツク海における波パワーのトレンド

3.2 ⾵速と海氷の寄与
この波パワーの増加要因として、海氷減少による波浪

減衰効果の低下」だけでなく「海上風増加による波浪の

発達」の効果が挙げられる。事実、データセット間に定

量的な差はあるものの、海氷の減少に加えて風速の増加

が全てのデータから確認できる（表 2）。 

図 3 冬季における(a)海氷と(b)風速の変化による波パ

ワーの長期トレンド（カラー）. コンターは(a)海

氷密接度(%/10年)と(b)風速(ms-1/10年)の長期トレ

ンド. JRA55による標準実験と海氷気候値実験から

得られた結果.海氷と風速のトレンド値は、それぞ

れNOAAによる衛星データとJRA55による再解析デー

タから計算した.  

トレンド[kW m-1/10年] 割合 [%/10年]
JRA55 1.31 12.7
ERA5 1.19 15.3
MERRA2 0.83 12.1

表 2 風速と海氷面積のトレンド（12-2月）. 括弧内は(%/10年).

⾵速 [ms-1/10年] 海氷⾯積 [×104 km2/10年]
JRA55, NOAA OI 0.27 (3.21) -1.26 (-3.52)

ERA5 0.17 (2.11) -4.65 (-10.73)
MERRA2 0.14 (1.73) -2.45 (-6.79)
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この２つの効果による波パワーの変化を見るために、

標準実験と海氷気候値実験を解析した。その結果、波パ

ワー増加の領域は海氷減少と風速増加の領域とそれぞれ

一致していることが分かる（図 3;特に海氷減少の領域）。

ただ、オホーツク海全域で平均すると、海氷減少と海上

風増加の両方ともに波パワーの増加に寄与しているもの

の、両者の値は使用するデータによって異なる（表 3)。

JRA55 は風速の効果が大きいが、ERA5 と MERRA2 は海

氷の影響が大きい。

3.3 海氷減少による⾵速の増加
ここまで、波浪に対する風速と海氷の影響を分け

て評価してきたが、海氷減少は、大気海洋相互作用

を通じて海上風の増加にも関わっている 14)。実際に

冬季オホーツク海において、風速と海氷には有意な

負の相関が見られる(図 4a)。その結果、それぞれの

影響を切り分けた波パワーにも高い正の相関が確認

できる(図 4b)。このような海氷減少による風速の増加は、

以下のようなメカニズムから説明できる。海氷の減少は、

直上の海面気圧を低下させる(図 5a)。そして、その周辺

における海面気圧の空間勾配を強めることで、風速も増

加させることが分かる(図 5b)。この結果から、海氷の減

少は、「直接的な波浪減衰効果の低下」に加えて、「海上

風増加による波浪の発達」にも間接的に寄与することが

わかった。すなわち、海氷減少が、冬季における波パワ

ー増大の主な原因であることが示された。なお、図 2,3,5

では JRA55 による結果を示しているが、他のモデル計算

でも同様の結果が得られている。

4.まとめと今後
本研究では、過去 40年間における波浪シミュレーショ

ンから、オホーツク海の波パワーの長期トレンドとその

要因を調べた。その結果、オホーツク海における波パワ

ーは 10年あたり 12〜15%で増加していることが分かった。

また、波パワー増加には、海氷の減少と海上風の増加が

影響していること、さらに、その海上風の増加も、海氷

の減少により生じていることを解明した。この結果は、

海氷減少が、冬季における波パワー増加トレンドの主な

要因であることを提示している。

温暖化進行によるオホーツク海の海氷減少は、これか

らも継続することが予想され、沿岸域における被災事例

の多発が懸念される。今後は、最新の気候モデルや、当

チームで培ってきたオホーツク海に適した数値モデルを

駆使し、当該海域における波浪の将来変化に取り組む。 

図 4 (a)冬季(12-2 月)における海上風と海氷の経年変動

の関係.(b)(a)と同様であるが、波パワーの関係. 

凡例の数値は相関係数を示す.直線はそれぞれのデ 

ータに対する回帰直線を示す. 
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表 3 波パワーのトレンド（12-2月）.   ↓風速の効果    ↓海氷の 効果

海氷気候値実験 [kWm-1/10年] 標準実験 –海氷気候値実験 [kWm-1/10年]

JRA55 0.81 0.5
ERA5 0.5 0.69

MERRA2 0.36 0.47
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図 5 冬季における(a)海面気圧と(b)その空間勾配(水平

方向)の長期トレンド(カラー).(a)コンターは海氷

密接度の長期トレンド(図3aのコンターと同様).

(b)ベクトルとコンターは風速の長期トレンド(図

3bのそれと同様).海面気圧にはJRA55の再解析値を

使用した. 

語句説明
＊1：３種類の再解析データ（JRA55,ERA5,MERRA2） 

観測データを数値モデルに取り込む客観解析を行なっ

て欠損値のない均質なデータセットを再解析データと呼

ぶ。ここでは、日本の気象庁(JMA)によるJRA55、ヨー

ロッパ中期予報センター（ECMWF）によるERA5、アメ
リカ航空宇宙局(NASA)の全球モデルデータ同化局(GM

AO)によるMERRA2の3種類の再解析データを使用した。
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セッションⅡ

【冬期に生じる災害対応・支援・復旧】

応募論文



札幌駅交通ターミナルにおける冬期の防災拠点機能について 

伊藤 典弘＊１ 松本 一城＊１ 角張 弘幸＊１ 

１．はじめに 

北海道は、広大な農地や豊富な水産・森林資源、特徴

ある観光資源等を強みに、我が国の食糧供給基地として

貢献している。こうした北海道のいわば「強み」を提供

する地域、そしてそれを支える人々は、主として北海道

の地方部に広域に分散している（図1）。 

図1 広域分散型の地域構造１）

北海道開発局では、北海道の強みである「食」と「観

光」を戦略的産業と位置付けている。それらを担う地域

を「生産空間」と定義し、住み続けられる北海道型の地

域構造の保持・形成を目指している。 

また、「新広域道路交通計画（北海道ブロック版）

（2021年4月）」においては、階層的な交通拠点の配置に

あたり、高規格道路等の道路ネットワークと連携してい

る。生産空間の維持や、観光の促進、運送事業者の人員

不足等の様々な課題解決に向けて取り組むこととしてい

る（図2）。 

図2 階層的な交通拠点の配置イメージ２）

２．バスタプロジェクトの概要 

 国土交通省は、高速バス需要の増加、分散するバス停

が道路交通へ与える影響の改善、災害時における高速バ

スの活用等を検討するため、2020年9月に「バスタプロ

ジェクト推進検討会（座長：東京大学大学院工学系研究

科 羽藤英二教授）」を立ち上げた。 

 バスタプロジェクト推進検討会では、地域課題、地域

特性等を踏まえて、交通結節点の機能強化に向けた考え

方や、推進方策について検討を行い、2021年4月に「交

通拠点の機能強化に関するガイドライン」を発出した。 

 2016年4月に開業した「バスタ新宿」を皮切りに、バ

スタプロジェクトは全国各地で順次検討が行われてい

る。札幌駅交通ターミナルは2023年4月に事業化し、整

備に向けた検討が行われているところである。 

３．札幌駅周辺の現況・課題 

 札幌駅周辺は、北海道経済の中心であるとともに、

JR、バス、地下鉄といった複数の交通機関が集積する交

通の要衝である。 

また、札幌駅に隣接するバスターミナルは、北海道内

の主要な都市と都市間バスで結ばれており、都市間バス

の運行系統（63系統）の81％が札幌発着となっている

（図3）。 

図3 都市間バスの運行状況３）

今後、2030年度末の北海道新幹線札幌延伸、高規格道

路と札幌都心を結ぶ都心アクセス道路（国道５号創成川

通）の整備に加え、札幌市による新たな公共交通システ 

＊１ 国土交通省 北海道開発局 建設部 道路計画課 

札幌

函館

小樽

旭川

室蘭

釧路
帯広

網走
留萌

稚内
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ムが検討されていることから、新たな交通の要衝として

生まれ変わる（図4）。 

図4 交通の要衝である札幌駅周辺３）

 一方、札幌駅周辺では、現バスターミナル（なお、現バ

スターミナルは、2023年9月30日で一時閉鎖となり、10月

1日以降、各バス乗降場は駅周辺に仮設置された。）に全

てのバスが入りきらず、路上にバス乗降場が分散してい

ることから乗り換え利便性が低下している（図5）。 

図5 札幌駅周辺のバス乗降場の状況３）

 また、現バスターミナルは、施設が老朽化し、通路幅

も狭く、明確な待合空間もないことから、バス待ちの列

と通過する利用者が輻輳し、円滑な利用を阻害している

（写真1）。 

冬期の路上バス乗降場におけるバス待ち状況は、寒さ

等の悪環境の中、屋外でバスを待つ状況にある（写真2）。 

写真1 ﾊﾞｽﾀｰﾐﾅﾙの利用状況 写真2 冬期のﾊﾞｽ待ち状況 

 さらに、バス乗降場が札幌駅周辺の路上に分散してい

ることで、都市機能や幹線道路が集中する札幌駅周辺で

は、周辺道路の交通を著しく阻害していることから、特

に冬期は車両の速度が低下し、一層の混雑が発生してい

る（写真3）。 

写真3 路上バス乗降場による交通阻害状況 

４．札幌駅交通ターミナル事業計画 

 北道開発局と札幌市では、「札幌駅交流拠点北５西１・

西２地区再開発基本構想（2019年10月）」を踏まえた札幌

駅交通ターミナルにおける事業計画の策定に向け、交通

拠点機能や整備管理・運営手法等の具体化を図ることを

目的に、これまでに計６回の札幌駅交通ターミナル検討

会（2020年1月～座長：北海道大学公共政策学連携研究部 

高野伸栄教授）を開催し、2023年3月に事業計画としてと

りまとめた。 

 事業計画では、「道都札幌の玄関口にふさわしい空間形

成と高次都市機能・交通結節機能の強化」として、 

・バスターミナルの整備 

・高速バスネットワークとの連携 

・歩行者動線と待合空間の整備 

・都心アクセスの強化 

・新幹線駅との連携 

・創成川上空歩行者動線の整備 

が主な事業内容として示されており、札幌駅交流拠点北

５西１・西２地区再開発事業と一体的な整備が求められ

ている。 

なお、北海道開発局が主体的に実施する事業は、「バス

ターミナルの整備」、「歩行者動線と待合空間の整備」、「都

心アクセスの強化」となっている。 

そのうち、「待合空間の機能」については、災害時にお

いて、他の交通が復旧するまでの待機のための空間、代

替輸送拠点や物資集積拠点など、「防災拠点機能」として

の活用も求められている（図6）。 

 本稿では、札幌駅交通ターミナルにおける「防災拠点

機能」のうち、特に冬期に着目して考察する。 
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図6 事業計画で示された札幌駅周辺の将来の姿３）

５．災害発生時に起こる札幌駅周辺での課題 

2018年9月に発生した北海道胆振東部地震では、全道的

に電力供給が停止した（ブラックアウト）ことにより、

札幌駅周辺では多くの観光客等が行き場を失い、帰宅困

難者が滞留する等、災害時の公共交通機能確保や退避場

所の確保等が課題となった（写真4,5）。 

写真4 札幌駅構内の帰宅困難者滞留状況 

写真5 札幌駅屋外の帰宅困難者滞留状況 

2022年1月の暴風雪時には、札幌発着の全列車及び高速

バスが運休した。また、札幌駅周辺は行き場を失った人々

で混乱が生じた。 

札幌駅の改札前では、JRの運行再開待ちや代替輸送を

駅員に尋ねる人などであふれていた（写真6,7）。 

 JR北海道によると、1月11日からの6日間合計で全列車

の約3分の1にあたる約2,600本が運休し、約45万6千人に

影響がでた。

写真6 JR運行再開待ち   写真7 代替輸送案内ブース 

 バスターミナルは、高速バスの多くが運休となったが、

待合スペースがないことや、寒さの影響により閑散とし

ていた（写真8）。 

写真8 バスターミナルの状況 

 新千歳空港行き連絡バス停留所は屋外に設置されてい

る。新千歳空港行き連絡バスは、早朝は運休していたも

のの、9:55札幌駅前発の便から運行を再開したことから、

乗車を待つ道外観光客や子供連れの家族などで長蛇の列

（最大約200m）が発生した。長時間寒空の下、発車時間な

どの情報もないままバスを待つ人が多く発生した。 

 また、バス待ちの方々が歩道上にあふれたため歩行空

間が閉塞され、一般の歩行者の通行を阻害する事態とな

った（写真9）。 

写真9 新千歳空港行き連絡バスを待つ状況 

 このように近年の災害を振り返ると、札幌駅周辺にお

いては、帰宅困難者を収容する一時滞在施設の確保や、

JR等の運行再開を待つ方々の一時退避場所の確保が課題

である。 

また、バスによる代替輸送を待つ方々に対して、バス

やその他公共交通機関の運行状況の取得が可能な待合空

間の確保が課題であることがわかる。 

６．札幌駅交通ターミナルにおける冬期の防災拠点機能 

 前述のような課題を解決するため、札幌駅交通ターミ

ナルでは、事業計画に基づき駅周辺全体で防災機能を発

揮する必要がある。 

災害時に求められる機能や役割を各組織が共有し、連

携したオペレーションを行うことが重要となる。 

災害発生時には、「札幌駅・大通駅周辺地区都市再生安

全確保計画（2023年2月）」に基づき、帰宅困難者等の一

時滞在施設は、札幌駅・大通駅周辺地区の既存ビルや再
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開発ビルが担うことが想定される（写真10）。また、一時

退避場所としては、札幌駅や地下施設が担うことが想定

される（写真11）。

写真10 再開発ビルによる一時滞在施設 

写真11 地下施設による一時待避場所 

なお、「札幌駅・大通駅周辺地区都市再生安全確保計画

（2023年2月）」では、札幌駅交流拠点北５西１・西２地

区再開発ビルの10階約1,700㎡のホール及び通路を一時

滞在施設として位置づけている。 

 この再開発ビルと一体となって整備する札幌駅交通タ

ーミナルのような交通拠点については、災害時でも交通

機能は保持しつつ、平常時に交流機能として活用してい

る空間（待合空間等）を防災機能の空間として活用する

必要がある（図7）。 

図7 平常時／災害時の交通拠点の機能３）

 特に暴風雪や大雪などの災害時には、接続する再開発

ビルと連携し、事業計画に基づき、以下の防災拠点機能

を一元的に運用できる空間の構築が必要である（図8）。 

（１）安全・安心な空間機能 

公共交通が復旧するまでの間、寒さをしのげ、快適に

過ごすことができる空間としての機能。 

（２）バスによる代替輸送拠点機能 

JRが運休した場合、新千歳空港行き連絡バスは代替輸

送を行う。その際の待機及び情報収集拠点としての機能。 

（３）情報発信機能 

 デジタルサイネージ等による災害情報や、公共交通機

関の復旧状況等に係る情報発信機能。 

また、複数の交通機関が乗り入れる札幌駅で、北海道・

札幌のニーズに対応するMaaS（Mobility as a Service）

と連携した情報提供空間機能。 

（４）備蓄、物資提供機能 

非常食等の備蓄や受け入れ者への支援物資提供機能。 

図8 防災拠点としての待合空間イメージ３） 

 また、昨今、訪日外国人観光客が急速に回復しており、

今後も増加していくと思われる。訪日外国人の中には冬

期の自然環境に不慣れな場合も想定されることから、多

言語による案内も必須である。 

７．おわりに 

近年、大規模自然災害で深刻な被害が発生している北

海道では、今後、気候変動の影響による水害・土砂災害

や人命に関わるような暴風雪・大雪等の冬期災害が激甚

化・頻発化する恐れがある。 

安全・安心の確保は、社会経済活動の基盤であり、生産

空間と地域の暮らしを守るとともに、北海道のポテンシ

ャルを活かして我が国全体の国土強靱化に貢献すること

が求められている。 

道都札幌の中心部に整備される札幌駅交通ターミナル

はその一躍を担う交通拠点であり、防災拠点でもあると

考える。 

参考文献 

1) 令和5年8月 令和6年度北海道局関係予算概算要求概要 

2) 令和3年4月 新広域道路交通計画（北海道ブロック版） 

3）令和5年3月 札幌駅交通ターミナル事業計画 
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冬期の悪天候時における道路情報の提供について

伊藤 典弘＊１ 伍楼 和哉＊１ 藤原 拓也＊１

１．はじめに 

 近年のソーシャルネットワークサービス（以下、SNS）

の普及により、道路利用者はテレビやラジオだけでなく、

携帯電話やスマートフォンからも容易に道路交通情報を

得られるようになった。北海道開発局では2016年より広

報部門においてX（旧Twitter）のアカウントを作成し様々

な情報を発信していたが、道路利用者へのサービス向上

のため、道路部門においても2023年1月に各開発建設部で

新たにアカウントを作成し、より多くの利用者にリアル

タイムの道路状況を広く周知する取組みを始めた。 

本報告は、当局のSNSを用いた道路交通情報の発信につ

いて、昨冬の大雪時の事例とその効果をとりまとめたも

のである。 

２．目的と期待される効果 

 SNSによる道路交通情報発信は、悪天候や災害による道

路状況の悪化が予測される場合や通行規制を実施してい

る際に、道路利用者に行動変容を促すことを目的に行っ

ている。例えば、悪天候が予測される場合では、事前情

報として「不要不急の外出を控えること」や「通行止め

予告」、災害により通行規制などが発生した場合には「迂

回路の案内」や「通行止め解除の見通し」などの情報を

発信している。 

道路利用者は外出前や移動前に道路状況を把握するこ

とにより、計画的な行動を取ることができ、通行止めゲ

ートの前まで来て引き返すといった無駄な行動による時

間損失を軽減することができる。また、冬期においては、

積雪や路面凍結による大型車両の坂路でのスタックや、

吹きだまりでの車両の立ち往生に起因する渋滞、追突事

故、通行止めの発生など、夏期と比較すると重大な交通

障害を引き起こす可能性が高く、適切に情報発信を行う

ことでこれらの交通障害のリスクを抑えることができる

と考えている。 

３．具体的な事例 

 以下に、具体的な情報発信の事例を示す。 

3.1 交通事故による通行規制 

 国道での事故発生直後から投稿を開始した事例である。

これは、稚内開発建設部管内の国道238号猿払村で起こっ

た事例であるが、車両の多重事故により道路が塞がれ通

行不可となったことを本文に記載し、現地の道路状況、

気象状況がわかるよう写真でも示している。更に今後の

気象情報や道路情報の確認を促す旨についても記載して

いる（図１）。情報発信することで迂回を促し、事故現場

への追突などといった二次被害のリスクを下げる効果も

ある。その後は、事故処理が完了して通行可能になった

ことを投稿し、終了している（図２）。 

表１ 情報提供時系列（交通事故による通行規制） 

図１ 事故発生時の投稿 

＊１ 北海道開発局建設部道路計画課 
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図２ 事故処理完了 

3.2 悪天候による交通障害 

 本項で述べるのは、冬期の悪天候による注意喚起の投

稿から開始した事例である。この時は全道的に悪天候に

見舞われたが、その中で釧路開発建設部管内の国道243

号美幌峠の通行規制に関する投稿事例を紹介する。 

 冬期の悪天候は事前に気象庁から予報が発表される場

合が多く、それに基づいてある程度道路状況の変化が予

測できるため、不要不急の外出を控えることや最新の気

象情報、交通情報をご確認頂くといった悪天候の注意喚

起に関する投稿が可能である。悪天候に起因する交通事

故や立ち往生等を未然に防ぐためにも、行動変容を促す

注意喚起は重要である(図３)。 

 悪天候による通行規制は、前項の交通事故のような突

発的なものではなく現地の状況から判断して事前に予告

を行うため、それに合わせてXでも規制予告の投稿を行っ

ている（図４）。 

 規制開始後は速やかにその旨の投稿を行い、天候回復

や除雪作業後、安全確認を行った後に通行止めを解除す

る予定であることも併せて述べている（図５）。また、開

発建設部管内で複数路線の通行規制を行う場合、あるい

は社会的影響が大きいと思われる路線の通行規制は必要

に応じてホームページで報道発表を行う場合もある（図

６）。規制開始の投稿は、出来る限り朝の通勤・通学時間

帯の２～３時間前に行うようにし、道路利用者への影響

を極力少なくなるようにしている。 

図３ 注意喚起 

図４ 規制予告 

図５ 規制開始 

図６ 報道発表（規制開始） 
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 規制区間内での除雪等の復旧作業に時間を要し、通行

規制が長期に渡る場合は、道路利用者に通行規制の解除

までに時間がかかることを理解して頂くため、必要に応

じて現地状況や作業状況の投稿を行っている。その際、

写真を添付することでより現地状況や作業内容を理解し

てもらいやすくなるよう工夫している（図７）。 

 規制区間内での復旧作業が進み、規制解除の時刻が決

定した際は解除予告の投稿を行っている。解除予告の際

は規制解除が決定してから速やかに投稿を行うことで、

道路利用者が移動の計画や準備を規制解除前から行うこ

とができる（図８）。 

通行規制を解除した後は、その旨の投稿を行い、一連

の流れはこれで終了となる（図９）。通行規制開始時にホ

ームページでの報道発表を行っている場合は、終報とし

て報道発表も行っている（図10）。 

図７ 現地状況 

図８ 解除予告 

図９ 規制解除 

図10 報道発表（規制解除） 

表２ 情報提供時系列（悪天候による交通障害） 

 表２は、悪天候による注意喚起から通行規制、規制解

除までの一連の流れを表にまとめたものである。 
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開発建設部管内で通行規制の状況が変わった場合は、

その都度報道発表を行っている。Xでの投稿はその機動性

を活かし、報道発表に先立って投稿することが可能であ

る。また、報道発表をするまででもないが、規制解除に

向けた現地の作業状況、現地状況や規制解除の見通しな

ど、道路利用者にとって有益な情報を発信することがで

きることも、Xでの投稿の利点である。 

一方で、投稿の敷居が比較的低いことから、安易に情

報発信を行わないよう十分内容を精査したうえで投稿す

る必要がある。特に通行規制中の作業状況については不

用意に投稿することで道路利用者の不安を煽ることのな

いよう、また、見通しが立っていないのに規制解除予告

を行うなど道路利用者の混乱を招くことがないよう注意

する必要がある。 

作業状況等の写真は可能であればCCTVカメラの画像を

用い、現地で撮影する場合は安全に配慮したうえ、無理

のない範囲で撮影を行うよう十分注意する必要がある。

また、車のナンバープレートや人の顔はぼかし処理等を

行い、個人情報保護にも配慮する。 

４．投稿への反応による考察 

 前項の事例において、表2でとりまとめた発信のタイミ

ング毎に、Xでの投稿が何回見られているか（表示回数）

を比較した。その結果、最も表示回数が多かったのは、

注意喚起に関する投稿だった。これは、全道的に悪天候

の予報が出ている時などは、より多くの道路利用者が

様々な媒体から情報を入手しようとしているからと考え

られる。規制予告や規制開始時は早朝の時間帯のためか、

表示回数は極端に少なかった。作業状況、解除予告、規

制解除は前日のほぼ同じ時間帯であった注意喚起よりや

や少なかった。投稿の拡散機能である「リポスト」や「い

いね」の数については概ね表示回数と比例しているが、

作業状況や解除予告に関する投稿は特に多く拡散されて

いる。 

 通行規制時の作業や暴風雪時の支援に対して一般の方

や自治体から労いや感謝の声を頂くこともある。例えば、

国道334号知床峠の冬期通行規制解除に向けた除雪作業

の投稿（釧路開発建設部）に対して一般の方から「引用

ポスト」で作業を労う投稿があったり（図11）、暴風雪時

に人工透析患者の搬送を網走開発建設部の除雪車の先導

により支援したことに対して斜里町から感謝の言葉を頂

いているという投稿が一般の方からされていたりしてい

る（図12）。情報発信を積極的に行うことにより、道路利

用者から通行規制に対して一定の理解を得られていると

考えられる。 

上）図11 引用ポストによる労いの声 

下）図12 自治体から感謝の声 

５．おわりに 

 冬期の悪天候時に道路を通行することは、平常時に比

べて視界が悪くなったり、路面状況が悪化したり、交通

事故の危険性が非常に高くなる。従前は当局のホームペ

ージもしくは道路交通情報サイトを見ることでのみ道路

状況を確認できたが、SNSが発達した現在ではより多くの

道路利用者にリアルタイムで道路状況を提供できること

が可能になり、道路利用者からも一定の理解を得られて

いると思われる。この取組みにより、冬期の吹雪による

視界不良が原因の追突事故や吹きだまりでの立ち往生な

どが少しでも少なくなれば幸いである。また、今後もよ

り良い情報発信ができるよう、試行錯誤しながら取組み

を継続していきたい。 
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近年の北海道における吹雪強度の地域分布傾向

菅原邦泰＊１ 原田裕介＊１ 西村敦史＊１

１．はじめに

北海道をはじめとする積雪寒冷地域では、吹雪によっ

て視程障害や吹きだまりが発生する。吹雪に伴って、時

として社会経済に甚大な影響を及ぼす交通障害が誘発さ

れることがある。

吹雪の強さは、一冬期における視程障害の発生回数や

吹きだまり量などの指標に反映される1)。これらの指標は、

防雪柵の設置を始めとした道路防雪対策の計画策定に用

いられる。よって、吹雪の強さを把握し、現在における

地域分布傾向を明らかにすることは、冬期道路の防災計

画策定に貢献することである。また、現在気候における

吹雪の発生状況を把握することは、吹雪強度の将来変化

傾向を論じるためのベンチマークデータを得る上でも重

要である。

北海道のみならず日本各地において、降雪量及び積雪

深の地域分布傾向及びその数十年単位での経年変化傾向

は、既往研究において明らかになっている例えば2)。一方、

吹雪強度の指標である吹雪量(全吹雪輸送量)3)は、降雪量

のみならず風速および気温に応じて変化する(詳細は３．

１に記載)。したがって、降雪量等の指標だけでは吹雪強

度を推定することは困難である。そこで、本研究では既

往の吹雪強度推定手法により北海道の気象庁アメダス

（図１）における吹雪強度を算出し、その結果に基づい

て吹雪強度の地域分布傾向を調査した結果を紹介する。

２．データ

北海道内の気象庁アメダスのうち、気温、風向風速、お

図１ 解析に用いたアメダス観測地点。

よび積雪深の観測を行っている地点から106地点を選定し

た。本研究では1冬期を11月から翌年3月までとし、2009

年冬期から2018年冬期を解析期間とした。用いた気象要

素は、気温、風速、及び降雪量の、いずれも時別値であ

る。なお、降雪量の時別値は積雪深の時間増加分として

定義した。

３．手法

３．１ 吹雪強度の指標

吹雪強度の指標である吹雪量(kg/m/s)は、単位時間(例

えば1秒)に風向に直角な単位幅(例えば1m)を通過する雪

粒子の総質量である3)。吹雪量を直接計測するには、ネッ

ト式吹雪計及び図２に示す吹雪粒子計(Snow Particle 

Counter)を用いた、飛雪流量(kg/m2/s)の計測を複数の高

度で行う必要がある。一方で、気象観測値の関係に基づ

いた吹雪量の推定式は、既往研究において式(1)のように

提唱されている4)。なお、一般的な気象観測では1秒値な

どの瞬間値ではなく1時間など比較的長い時間における代

表値を用いる。式(1)においても同様に、1時間における

代表値(時別吹雪量𝑄ℎ；kg/m/h)へ換算したものを本研究

では用いる5)。

𝑄ℎ = 5.12 × 𝑃 × 𝑈10 + 2.82 × 10−3 × 𝑈10
4.4

ここで、𝑃は降雪強度(mm/h)を示す。𝑈10は地上10m高度

の風速(m/s)を示し、観測高度𝑧(m)における実測風速

𝑈(𝑧)より、式(2)に示す風速の対数則で求められる。

図２ 吹雪粒子計（（株）新潟電機製SPC-95）。

＊１ 国立研究開発法人土木研究所 寒地土木研究所 寒地道路研究グループ 雪氷チーム

(1)
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𝑈10 = 𝑈(𝑧) ×
log(10) − log(𝑧𝑜)

log(𝑧) − log(𝑧𝑜)

ただし、雪面の粗度長𝑧𝑜は1.5 × 10−4ｍとした。なお、式

(1)の右辺第一項は降雪由来の吹雪量(𝑄𝑓)を、右辺第二項

は地吹雪由来の吹雪量(𝑄𝑑)をそれぞれ示す。各吹雪量成

分の加算条件は表１に示す通りである5),6)。

３．２ 主成分分析

本論では、既往研究の手法に基づき、冬季北海道の気

候特性分類のために主成分分析を施した7)。主成分分析と

は、多数の変数における全体のばらつきを最もよく表す

特徴量を抽出する統計解析手法である。主成分分析によ

り得られる特徴量は、全体のばらつきを表す程度(寄与率）

の順に第一主成分、第二主成分のように呼称される。主

成分分析に用いた気象要素は、各アメダス観測地点にお

ける冬期平均気温、冬期平均風速、及び冬期累計降雪深

の平年値である。なお、各統計量には、全地点における

平均及び標準偏差を用いて標準化を施した。

４．結果

４．１ 吹雪量の分布

各アメダスにおける冬期累計吹雪量の平年値（𝛴𝑄ℎ̅̅ ̅̅ ̅̅ ）

を図３に示す。吹雪強度は相対的に沿岸部で大きくなり、

内陸部で小さくなる傾向を示した。既往研究において、

時別吹雪量が300kg/m/hを超えると、視程は50m以下にま

で低下することが示唆されている8)。時別吹雪量の日最大

値が300kg/m/hを超えた日数の解析期間累計値と、図３に

示した冬期累計吹雪量の平年値の関係を調べた。その結

果、相関係数は0.971となるなど、極めて高い正の相関を

有していることが分かった。実際の道路における視程障

害の発生状況は、道路周辺の環境や防雪対策施設にも依

存するものの、図３に示した分布図は吹雪による視程障

害発生のポテンシャルを示したものであると言える。

４．２ 主成分分析による気候特性の分類

３．２で示した主成分分析の結果を表２に示す。第二主

成分までの累積寄与率が80%を超えていることから、本研

究における気候特性の説明では、第一および第二主成分

の二成分で十分である。この結果では、第一主成分は気

温及び風速を正に取り降雪量を負に取った指標であり、

第二主成分は降雪量を正に取った指標である。

第一主成分及び第二主成分の主成分得点の分布を、そ

れぞれ図４、図５に示す。主成分得点とは、元のデータ

を各主成分に変換した値である。なお、主成分分析を施

す際に標準化を施しているため、実測値そのものを用い

表１ 各吹雪量成分の加算条件。𝑇は気温(℃)、𝑡は降雪

終了後の経過時間(h)、𝑇𝑚𝑎𝑥は降雪終了後の最高気温(℃)

を表し、max(𝑋, 𝑌)は𝑋と𝑌の大きい方を示す。

図３ 各地点における冬期累計吹雪量の平年値。

表２ 主成分分析の結果。

るのみでは主成分得点を得ることができない点には留意

されたい。この結果では、第一主成分得点(PC1)は沿岸部

で正の値を、内陸部で負の値をそれぞれ示す傾向が確認

された。実際、冬期北海道の沿岸部では強風となる傾向

にある。反対に内陸部では、風速は比較的弱く放射冷却

により低温になる傾向がある。第一主成分はこのような

傾向を反映していると考えられる。一方、第二主成分得

点(PC2)は日本海側北西部に向かうほど正の大きな値を、

太平洋側南東部に向かうほど負の大きな値を示した。第

二主成分は降雪量を正に反映した指標であるが、冬期の

日本列島に特徴的な西高東低の気圧配置による降雪を反

映していると考えられる。実際、十勝平野や根釧台地で

は主成分得点が-2.0前後となるなど、大きな負の値を示

した。なお、以上の傾向は既往研究7)とも共通であった。

(2) 
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図４ 第一主成分得点の分布図。

図５ 第二主成分得点の分布図。

４．３ 気候特性と吹雪量の関係

第一主成分得点及び第二主成分得点を、それぞれ縦軸

及び横軸とした平面座標(主成分座標)と、各象限に含ま

れる代表的な地点を図６に示す。また、図７に各観測地

点における各象限の分類を示す。４．２で示した主成分

分析の結果から、主成分座標において、第一象限は高温

と強風を、第三象限は低温と弱風をそれぞれ特徴とする。

一方、第二象限は低温、弱風に加えて多雪を、第四象限

は高温、強風に加えて少雪をそれぞれ特徴とする。

図３に示した各地点の冬期累計吹雪量を、主成分座標

に描画したものを図８に示す。また、各象限における吹

雪量の平均と地点数を表３に示す。相対的には吹雪強度

は第一象限で大きくなり、第三象限で小さくなる傾向が

確認された。一方で、第二象限と第四象限には明確な差

図６ 主成分座標および各象限における代表的な地点。

図７ 各観測地点が属する主成分座標の象限。

異は確認できなかった。第一象限は高温と強風を特徴と

する気候であるため、北海道内における相対的な吹雪強

度の大小には気温よりも風速の大小が重要であることが

示唆される。第一象限に属する地域は稚内や羽幌など沿

岸部の地域が主であり、この結果は図３における分布と

も整合している。以上の結果から、北海道における吹雪

強度は風速の強弱を最も反映していることが示唆される。

５．まとめ

北海道内の気象庁アメダス106地点を対象に、2009年冬期

から2018年冬期における吹雪強度の地域分布傾向を調査

した。気温、風速、および降雪量を用いた主成分分析に

基づくと、日本海側の沿岸部を始めとした比較的強風で

ある地域で、吹雪強度が強い傾向が確認された。このこ

とから、北海道における吹雪強度は風速の強弱を最も反

映していることが示唆される。
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図８ 主成分座標における冬期累計吹雪量の平年値の散

布図。

表３ 主成分座標の各象限における、冬期累計吹雪量の

平年値の地点間平均値および地点数。
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豪雪地域における高速自動車道の視程障害対策及び滞留対策等の取組

佐藤 博之＊１ 植木 和明＊１ 渡辺淳平＊１

1. はじめに

関越自動車道 湯沢管理事務所管内のうち、土樽ＰＡ

～小千谷ＩＣ間は、豪雪地域であり、冬期間において

は、雪による登坂不能やスリップ、視程障害による衝

突・脱輪事故等が多く発生する。近年の頻発する短時間

での異常降雪により、令和2年12月16日に発生した大規

模滞留車両をはじめ、交通障害が数多く発生している。

近年、より効果的な対策、効率的な除雪作業が必要され

る中、ホワイトアウトとなる条件下での視程障害対策や

登坂不能車両の排除対策、長期間滞留車両が発生した場

合のお客様に対する安全な避難通路の確保等について、

課題を整理し、対応した方法について記述するものであ

る。

写真-1 大規模滞留の発生

2. 視程障害対策について

2.1 視程障害対策の課題

視程障害は、気温が低下する中、雪の量

や風の強さ等の条件により発生する。特に昼間において

は、路面と周囲の雪壁が白色で画一化され、ドライバー

が道路線形を把握することが困難となり、事故に至るケ

ースもある。このため、「ブルーライン」と呼ばれる青

色液体を散布し、視線誘導の対策を行ってきた。この

「ブルーライン」は、青色の食用色素をNaCl溶液と混合

したものを車両に積載した散布装置により雪壁に散布す

るが、粉体の食用色素は水に溶けにくく、製造に時間を

要する。また未溶解の粉体は糊状となり、散布装置のノ

ズルを閉塞させ、作業を中断する場合が多々あった。こ

れまで、散布のための装置は、3ｔトラックに植栽用の

薬剤散布装置を積載して使用していたが、積載量が小さ

いため、L=5km程度しか散布することが出来ず、より大

型の散布車両で効率的に作業する事が可能か課題であっ

た。

写真-2 「ブルーライン」散布前（左）散布後（右）

2.2 課題の解決と改良

①「ブルーライン」の溶液を効率的に製造するため、粉

体の食用色素について、事前に溶解したものを製造業者

に依頼し、調達した。更に市販品では、高濃度の溶液が

無いため、特注で30％の溶液を製造依頼し、その溶液を

計量・管理が容易なよう、500ｍｌ単位の容器とした。

②効率的な散布を実現するため、既存の散水車(10ｔ積)

を利用した。これは、積載量が大きい事に加え、トンネ

ル清掃用のノズルが片面に３基ずつ付属していたため、

ノズルの片側一つずつを改良し、ブルーライン専用ノズ

ルとし、既設の装置等を大幅に変更することなく、散布

を可能にしたものである。

写真-3 散布用ノズル（市販品）

81



写真-4 散水車改良（ノズル取付）

2.3．ブルーライン改良の結果

食用色素を粉体から液体にすることで、これまで約40

分掛かっていた溶液の製造時間が約10分程度と大幅に短

縮されただけでなく、未溶解の粉体がつまり作業が中断

される事象も発生しなかった。また散水車に散布用ノズ

ルを取付けたことにより、トンネル洗浄ノズルと比較

し、吐出量が調整出来ることから、約15kmの連続散布が

可能となり、作業の迅速化、効率化が図られた。

3. 登坂不能対策について

3.1 登坂不能の発生について

登坂不能は、冬用タイヤ装着車両においても、事故等

の影響で低速走行あるいは一時停止した場合、路面の状

況によっては、発進不能となる状態であり、滞留車両を

発生する要因の一つとなる。よって、過去の発生事象を

整理し、発生する可能性が高い区間を特定し、牽引用の

車両（トラクターショベル）を効果的に配置し、滞留車

両の早期排除を検討するものである。

3.2 発生区間の特定

概ね、過去の事例を基に発生の可能性が高い区間を特

定した。傾向として、上り勾配が3％を超える区間から

勾配が増すにつれて多く発生している。湯沢管理事務所

管内では、以下の図-1の区間となる。

3.3 牽引用車両の配置

上記の区間を基に、順行で走行可能な最寄りのインタ

ーチェンジ（4か所）に大型のトラクターショベルを配

置した。令和2年度に配置後、トラクターショベルによ

るスタック車両の排除が速やかに行われたため、大規模

滞留の発生はなかった。

図-1 登坂不能発生区間

4. 大規模滞留発生時の避難対策

4.1.大規模滞留発生時の対応

滞留車両発生の際は、登坂不能車両等を排除し、滞留車

両の抑制を行うが、更なる滞留車が発生する場合があ

る。大規模かつ長期化する場合に備え、お客様が安全に

避難出来る通路について、中央分離帯乗越え階段(移動

式)、のり面階段（固定型）、雪踏階段（非固定型）を立

案し、現地に設置したものである。この中で、本線から

一般道への移動経路となる以下の２つについて効果を検

討する。

4.2. のり面階段（固定型）の検討

冬期は、標識や照明等を除く立入防止柵等の低構造物は

積雪により埋没し、のり面歩行の際に躓き転倒する又

は、用水路に落下等の危険がある。冬期は、標識や照明

等を除く立入防止柵等の低構造物は積雪により埋没し、

のり面歩行の際に躓き転倒する又は積雪により埋没し、

のり面歩行の際に躓き転倒する又は、用水路に落下等の

82



危険がある。その対応として、階段を設置することによ

り動線を目視可能なものとし、雪に不慣れなお客様の安

全な非難の助けとして雪国の環境・特性を生かした階段

を設置した。

4.2.1.設置場所の選定・設置状況

設置場所は、アクセスする一般道が常時除雪により開

設され、かつ交通量が比較的少ない事と転倒した場合の

安全性を考慮し、土工のり面とした。のり階段は、令和

2年度より設置され、当初、床高さを1.0ｍとしていた

が、降雪により埋没してしまい、その排雪が困難となっ

たことから、床高さを1.8ｍとし、排雪が容易となるよ

う改良した。しかしながら固定式のため、車両滞留場所

の非特定に応じた対応が出来ないことが、課題である。

写真-5 のり面階段（固定式）

4.3.雪踏階段（非固定型）

前述ののり面階段（固定型）は、設置場所から離れた

位置で車両滞留が発生した際、お客様に長距離行動を強

いる結果となるため、どんな場所においても一定な安全

避難通路を確保するため、現地の状況に応じた雪踏階段

の設置を立案し施工した。

写真-6 雪踏階段

4.3.1 設置方法

雪踏階段は、現地にて人力作業により階段を作成する

ものである。必要な器材は、雪を成形し踏み固める「か

んじき」「スコップ」「手摺用ロープ」「ロープ固定用ア

ンカー（埋設」を用いる。これにより、資材が少ないた

め、作業員4名であれば、小型の車両１台で移動するこ

とが可能なことから、迅速かつフレキシブルな対応が可

能となる。

写真-7 かんじき 写真-8 手摺用ロープ

写真-9 ロープ固定用アンカー（埋設式）

4.3.2 設置訓練

令和4年度の冬季に実際に設置訓練した結果、作業員4

名で概ね30分程度で延長20ｍの階段を設置することが出

来た。その際、盛土のり面等のり勾配が緩く、のり長が

短い箇所については、①本線からのり面下に直降するも

の（直降型）地山の勾配がきつい又はのり長が長く、転

落の際に滑落するような箇所については、②階段途中に

踊場を設けたもの（踊場型）の2パターンを設置した

（図-2参照）
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写真-10 設置訓練状況

図-2 雪踏階段 形状

実際に女性や長靴を履いていない方に階段を歩いて頂

き、歩行可能なことを確認した。検証後の改善点とし

て、夜間の避難用に照明設備が必要であること、手摺の

ロープが成人用としたため、子供や高齢の方への配慮が

必要である等、改良の余地があることが確認出来た。し

かしながら、雪踏階段（非固定型）は、何処でも直ぐに

避難用ルートを確保可能で、事象発生の周辺に避難用通

路を確保することができ、急こう配なのり面でも高齢者

や子供に配慮した勾配の緩い避難通路を確保できる等、

現地に応じた有効な施設であると考えられる。

５．まとめ

安全・安心・快適・便利な新潟の高速道路を管理する

ことがNEXCO東日本新潟支社グループの使命である。自

然環境が相手であり、新潟県内の厳しい冬季条件下での

不測の事態においてもお客様に安全・安心を出来るだけ

速やかに提供することが求められる。

今回取り組んだ事例、検証したものは配置・設置する

だけでは機能せず、日頃の訓練により維持されること

で、いつでも迅速に作業が可能なものである。

令和2年12月の災害を踏まえ、これまで多くの対策を

実施してきたが、今後も改良を重ね、お客様に寄り添っ

た対応を進めていく所存である。

＊１ 株式会社ネクスコ・メンテナンス新潟 湯沢事業所
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羽越河川国道事務所の関係機関との連携と協力による雪対策

尾近 博＊１

１．はじめに

羽越河川国道事務所では国道７号と、これに並行する

日本海沿岸東北自動車道の２路線79.5kmを管理している。

国道７号は、新潟県新潟市を起点とし青森県青森市に

至る延長約580kmの主要幹線道路であり、第一次緊急輸送

道路に指定されている。

日本海沿岸東北自動車道は新潟県新潟市から青森県青

森市に至る延長約322kmの高規格道路であり、このうち、

新潟県新潟市から秋田県秋田市までが日本海東北自動車

道（以下、「日東道」という）である。

当事務所では、国道７号の村上市坂町（十文字交差点）

から伊呉野（山形県境）までの58.5kmと、日東道の荒川

胎内ICから朝日まほろばICまでの21.0kmを管理している

（図１）。

図１ 位置図

日東道は比較的平坦であるのに対し、国道７号は村上

市大須戸から上大鳥間（蒲萄峠）は、縦断勾配５％以上

の急勾配が10km以上に渡り連続し、大雪時には大型車等

のスタックが発生しやすい区間である（図２）。

平成30年２月には強い寒気が流れ込んだ影響で大雪に

見舞われ、国道７号蒲萄峠ではタイヤチェーン未装着の

大型車がスタックし、最大220台もの車両が滞留し、約４

時間の通行止めが発生した。蒲萄峠は従来から「予防的

通行規制区間」に設定されているが、これを契機に平成

30年12月末からは北陸地方整備局管内で唯一の「チェー

ン規制区間」に設定された。

なお、日東道の荒川胎内ICから朝日まほろばICまでの

間は全線も「予防的通行規制区間」に設定されている。

近年、短時間に集中した降雪により各地で交通障害が

発生しているが、本稿では令和４年度の羽越河川国道事

務所の関係機関との連携と協力、および冬期道路交通確

保の取り組みについて紹介する。

図２ 国道７号蒲萄峠付近の勾配図

２．関係機関との連携と協力

2.1 村上圏域冬期道路交通確保連携会議

当事務所は、村上市および関川村内において、冬期の

大雪等の異常気象等による主要幹線道路での大規模な車

両滞留や交通渋滞などの事態を回避するため、圏域の関

係する機関が連携して対応する体制を構築することを目

的に『村上圏域冬期道路交通確保連携会議（以下、「冬期

連携会議」という）』を設立している。

＊１ 国土交通省 北陸地方整備局 羽越河川国道事務所 道路管理課

縦断勾配 5%以上
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冬期連携会議の構成員は、当事務所のほか国土交通省

北陸地方整備局新潟国道事務所、新潟県村上地域振興局、

村上市、関川村、東日本高速道路株式会社新潟支社新潟

管理事務所、関東管区警察局広域調整部新潟高速道路管

理室、新潟県村上警察署、新潟県警察本部交通部高速道

路交通警察隊である。

会議では毎年降雪期前に今冬に向けた課題や対策等に

ついて情報共有・意見交換を行っている。

また、大雪の予報が出た際には、関係機関専用のwebペ

ージ『冬期情報共有サイト』で“気象情報”や“道路情

報等”を共有するほか、『情報連絡本部』を開設しweb会

議で協議等を行っている。

日東道は東日本高速道路株式会社新潟支社新潟管理事

務所と新潟県警察本部交通部高速道路交通警察隊、各IC

のアクセス道路の管理者との連携が非常に重要であり、

アクセスコントロールが容易な反面、退出や支援の経路

が限定されるため、スタックが発生する前に早期に予防

的通行規制を実施し、集中除雪を行うことが必要である。

2.2 村上圏域合同除雪出動式

当事務所と新潟県村上地域振興局、村上市、関川村は

村上圏域の冬期道路交通確保と、建設業界の将来の担い

手確保を図ることを目的に『村上圏域合同除雪出動式』

を令和３年度より実施している（写真１）。

合同除雪出動式には村上市長、関川村長、各道路管理

者、除雪作業受注者代表者のほか、村上市内の小学生に

出席してもらい、児童代表から除雪作業受注者代表者に

激励をもらった。

写真１ 小学生と道路管理者・除雪作業受注者代表者

2.3 大型車チェーン装着指導訓練

当事務所と新潟県村上警察署、除雪作業受注者、一般

社団法人新潟県建設業協会村上支部は『大型車チェーン

装着指導訓練』を実施した。

訓練では、チェーン着脱場への大型車の引き込み方法

や指導手順の確認、啓発チラシの配布を行った（写真２）。

写真２ 大型車チェーン装着指導訓練

2.4 立ち往生車両移動訓練

前述の大型車チェーン装着指導訓練に合わせて『立ち

往生車両移動訓練』を実施した。

訓練では、立ち往生車両に見立てた大型車をけん引用

に配備した除雪車でけん引し、排除する実働訓練を行っ

た（写真３）。

写真３ 立ち往生車両移動訓練

2.5 雪害時の乗員保護活動訓練

当事務所と国土交通省北陸地方整備局、国土交通省北

陸地方整備局北陸技術事務所、国土交通省北陸信越運輸

局、新潟県、村上市、東日本高速道路株式会社、新潟県

警察本部、村上市消防本部、イオン株式会社、一般社団

法人オフロードビークル協会、新潟県旅館ホテル生活衛

生同業組合、一般社団法人新潟県建設業協会は、国が管

理する道路において、積雪に伴う大規模な立ち往生が発

生した場合に備え、『雪害時の乗員保護活動訓練』を実施

した。

訓練では、発災後の初動対応手順、情報収集・伝達・

共有の体制および関係機関との連携について確認を行っ

た（写真４）。
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写真４ 雪害時の乗員保護活動訓練

３．昨冬の取り組み

3.1 昨冬の概要

昨冬は12月中旬から下旬と１月下旬に強い寒波により

まとまった降雪となったが、そのほかは断続的な降雪が

続き、ほぼ平年並みの降雪量となった。

12月中旬の降雪は、ほぼ積雪がない状態から短期間に

強い降雪があり急激に積雪が増えたが、このような降雪

初期にまとまった降雪となる降雪パターンは、記録が残

っている昭和35年以降あまり例がなく極めて特異な降雪

傾向であった（図３）。

図３ 羽越管内の加重平均年度別累計降雪量

3.2 予防的通行規制の実施

令和４年12月中旬と下旬および令和５年１月下旬の大

雪時に、国道７号村上市大須戸から上大鳥間および日東

道で、大規模車両滞留を防止するため予防的通行規制を

行い、集中除雪を実施した（写真５）（写真６）。

これにより、車両滞留が発生することなく除雪作業を

円滑に行うことができたことから、大規模車両滞留を防

止し、社会的影響を最小限にするためには“早めの予防

的通行規制と集中除雪、早期規制解除”が有効であった

と考える。

写真５ 国道７号予防的通行規制

写真６ 日東道集中除雪

3.3 自治体へのリエゾン派遣

令和４年12月下旬の寒波では村上市等を中心に大雪と

なり、雪による倒木の影響により村上市内の複数箇所で

道路が通行止めになったほか、電力線が断線したことに

より多くの家屋等が停電した。

そこで、当事務所から村上市へリエゾンを派遣し情報

収集や自治体要望の聞き取り等を行った。

3.4 自治体支援用ハンドガイド式除雪機の貸し出し

国土交通省では、令和４年度より各地方整備局に配備

するハンドガイド式除雪機の地域への無償貸し出し等に

より除雪への支援を行っている。

当事務所ではハンドガイド式除雪機１台を村上市へ無

償で貸し出し、令和４年８月豪雨水害の被災者が暮らす

仮設住宅等で使用された（写真７）。

12 月中旬の降雪

(12/18～19)

降雪量：126cm

12 月下旬の降雪

(12/23～24)

降雪量：105cm

1 月下旬の降雪

(1/24～25)

降雪量：99cm
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写真７ 自治体支援用ハンドガイド式除雪機

による除雪状況

3.5 新聞広告の掲載

地元紙２紙に12月初めから２月末までの各８回、早め

のタイヤ交換等の冬支度や大雪時の出控えを促す広告を

掲載した。

3.6 防災行政無線の活用

通行規制実施時に自治体の協力を得て防災行政無線で

市民への周知を行ったほか、自治体の防災メールマガジ

ンで通行規制情報を配信していただいた。

3.7 Twitterの投稿

当事務所公式Twitter（現「Ｘ」）で、冬期間は毎日朝

と夕方に“気象予測”や“道路状況”を投稿したほか、

通行規制実施時は１～２時間毎に“道路状況の経過”や

“通行規制の解除見込み”等を投稿した。

なお、１月24日の通行規制時に投稿したツイートは、

約６万回のインプレッション（ツイートを見た回数）が

あった。

3.8 ポスター、チラシの掲示と配布

道の駅等に大雪時の出控え広報ポスターを掲示、早め

のタイヤ交換等の冬支度を促すチラシを設置したほか、

村上市全戸に大雪時の出控え広報チラシを回覧した。

また、通行規制実施時は道路上での滞留を防止するた

め、Ｕターンや道路外への待避を要請する『Ｕターンチ

ラシ』を作成し、ドライバーに配布した（図５）。

Ｕターンチラシにはドライバーの意見要望から、“待避

場所情報”のほか、“道路情報”や“気象情報”を入手す

るためのTwitterアカウントやwebページのQRコード（二

次元コード）を記載した。

従来は口頭での説明であったが、Ｕターンチラシの配

布によりＵターンや道路外への待避の協力が得られ効果

的であった。

なお、Ｕターンチラシは雪で濡れることを考慮し耐水

紙で作成した。

図５ ドライバーへ配布したＵターンチラシ

４．課題

大規模車両滞留を防止するにはスタック車が発生する

前に予防的通行規制を実施し、速やかに集中除雪を完了

させ、短時間で規制解除をすることが望ましいが、通行

規制を行うと少なからず社会的影響がある。

この社会的影響を最小限に抑えるよう関係機関と連携

して除雪作業や外出控え等の広報活動を実施していくこ

とが必要である。

また、スタック車の多くは“タイヤチェーンを装着し

ていない大型車”であることから、スタックを減らすた

めには大型車等へのタイヤチェーン装着を徹底すること

が極めて重要である。

タイヤチェーン装着を徹底するため、当事務所では関

係機関と協力して、広報活動や大型車チェーン装着指導

等の取り組みを引き続き実施していく。

５．おわりに

村上圏域は令和４年８月豪雨水害で甚大な被害を受け、

当事務所管理の国道７号も大雨による事前通行規制や道

路冠水による通行規制を実施した。

冬期だけでなく通年で関係機関との連携強化を図ると

ともに、過去の災害や集中的な降雪による交通障害の発

生から得た教訓を生かし、道路交通確保に努めて参りた

い。

最後に、一般社団法人新潟県建設業協会村上支部、お

よび北陸防災エキスパートの方々には、昨冬の対応にあ

たり多大なご協力をいただきました。

ここに感謝の意を表します。
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大雪時の道路交通確保対策に関する近年の実施状況

令和３年冬期以降の対応状況

原野 崇＊１ 小俣 元美＊１

１．はじめに

近年、短期間の集中的な大雪により、幹線道路上で

大規模な車両滞留が発生するケースが発生している。

このため国土交通省道路局が設置した冬期道路交通確

保対策検討委員会は「大雪時の道路交通確保対策中間

取りまとめ（令和3年3月改訂版）」（以下、「中間取りま

とめ1」」とする。）において、大雪時に幹線道路上の大

規模な車両滞留を回避する新たな方針を提言した。こ

れは『高速道路と並行する国道を同時通行止めにしな

いなど道路交通ネットワークの断絶を極力避ける』と

いう従来の方針を転換し、人命を最優先に『広範囲な

通行止めや高速道路と並行する国道等の同時通行止め

も躊躇なく実施する』など、新たな対応方針を提言す

る内容であった。これを受けて地方整備局や高速道路

会社等の道路管理者は、提言に沿った新たな対応方針

で冬期道路管理に当たることを記者発表するなど、各

地の状況に則した対応をとっている。

本稿では、各地域の道理管理者の冬期道路管理にお

ける新たな方針への対応状況、および令和３年度の冬

期道路管理の実施状況について情報収集・整理した結

果を報告する。

２．調査内容

各地方整備局や高速道路会社等の道路管理者が令和

３年以降、冬期道路管理に関する新たな対応方針につ

いて発表した事例について整理した。また、令和３年

度の冬期道路管理で大雪対応を行った事例について、

道路管理の対応状況や情報発信等について整理すると

ともに、各地方整備局からのヒアリングを行い、その

結果を取りまとめた。なお、ヒアリングの実施時期は

令和５年２月である。

３．調査結果

3.1 新たな対応方針の発表事例

中間取りまとめを受けて新たな方針が地方整備局等

や関係機関から発表されている。記者発表等の公開資

料を基に情報収集・整理した。

新たな対応方針での取り組みについて本局が記者発

表を行った事が確認できたのは北陸2)、中部3)、近畿4)

の３地方整備局で、地域を管轄する高速道路会社等と

合同で実施していた（表１）。

また、その他の発表方法として以下のような事例が

確認された。

ⅰ) 管内で大雪が予測された際に道路利用者へ注意を呼

びかける記者発表の中で、予防的通行規制や、高速

道路と並行する国道の同時通行止めを行う可能性が

あることを説明（東北地方整備局、関東地方整備

局）

ⅱ）管内の冬の道路情報を取りまとめた「冬道ポータル

サイト」を開設し5）、その中で予防的通行規制や広範

囲での通行止め、高速道路と並行する国道の同時通

行止めを行う可能性について言及（関東地方整備

局）

ⅲ）国道事務所のホームページ内に、高速道路と並行す

る国道の同時通行止めを行う際のタイムラインや、

その際の広域迂回路について掲載（東北地方整備局

仙台河川国道事務所）

その他、国道事務所と地元自治体や警察などの関係

機関で冬期道路交通管理に関する連絡会を設置してお

り、この会合の中で情報共有を行っている事例が見ら

れた（各地方整備局）。

以上のように、冬期道路管理の新たな対応方針につ

いて、各道路管理者からそれぞれ地域の実情に即した

発表がなされたものとみられる。

3.2 令和3年度冬期の道路交通確保状況

各地方整備局等管内における令和３年度冬期の道路交

通確保策の実施状況について調査した。

大雪による道路交通障害が発生した際の、①予防的通

行止め及び同時通行止めの実施の有無、②車両の立ち往

生等、道路交通障害の発生の有無、および③通行止め以

外の新たな対策等、の観点で整理した（表２）。なお、

③については各地方整備局からのヒアリング結果を取り

まとめたものである。

北海道、北陸、及び関東地整管内では豪雪前の予防的

通行止めを実施しており、東北、関東、中部及び近畿地

＊１ 国土技術政策総合研究所社会資本マネジメント研究センター 建設経済研究室

89



表１ 地方整備局が関係機関と合同で記者発表した事例

地方整備局 北陸 中部 近畿

発表日 R3.11.9 R3.11.26 R3.1.25

合同発表者

北陸地方整備局道路部

NEXCO 東日本新潟支社

中部地方整備局道路部、

中部運輸局総務部、

名古屋気象台、

NEXCO 中日本名古屋支社

近畿地方整備局道路部

NEXCO 中日本金沢支社

（福井県冬期道路情報

連絡室臨時会議）

1.予防的通行止めに

関する方針

一部 IC の予防的閉鎖に加

え、複数 IC 間にまたがる

広域的な通行止めの可能性

計画・予防的な高速・国道

の通行止め実施の可能性

交通状況等を踏まえて通行

止めを実施。通行止めに当

たっての対応方針等

2.高速道路と国道の

同時通行止めに

関する方針

高速道路と並行する国道の

同時通行止めも含め、躊躇

ない通行止めを実施する

交通状況、降雪状況に応じ

て高速道路と並行する一般

国道などの同時通行止めを

躊躇なく実施する

北陸道と国道８号の同時通

行止めの実施

3.関係機関との

連携・情報共有に

関する方針

大雪が予想される場合には

事前に情報連絡本部を設

置、関係者間の調整を図る

関係４機関の分担や各段階

の行動計画策定における連

携について

応援要請に関する方針、連

絡室や沿線自治体との情報

共有について

4.情報提供に関する

方針

事前の情報提供頻度の強

化、緊急発表の前倒し、

SNS アカウントを利用した

情報提供手段強化などにつ

いて

事前の段階的な情報提供、

同時通行止めを含む計画

的、予防的通行規制の予告

実施について

滞留発生時の現地での情報

提供のほか、広域広報の実

施方針について

整管内では高速道路と並行する国道の同時通行止めを実施

した事例が確認された。

3.3 道路管理者からのヒアリング

ここまでに収集した情報を踏まえ、道路管理者（関東、

北陸、中部、近畿、中国、各局の道路管理課の担当者）か

らのヒアリングを行った。主な内容を以下に示す。

ⅰ）同時通行止めに対する地域からの反応

国道と高速道路の同時通行止めに対して、概ね関係自治

体からの強い反対はなかったが、 同時通行止めを実施し

た場合に迂回する交通量が県道へ集中する可能性に対する

懸念が関係者から示された。また、同時通行止めができる

だけ発生しないような除雪体制強化への要望があった。

また、地方では高速道路や並行する一般道が日常生活で利

用されているため、同時通行止めの判断が難しい場合があ

る、との指摘があった。

ⅱ)予防的通行止めの実施について

予防的通行止めにより車両の立ち往生を防ぐ効果や、

速やかな除雪・早期通行止め解除につながった、との意見

があった。また課題として、降雪量の予測は降雨の予測に

比べて精度が低く、路面状況の予測はさらに難しいため、

予防的通行止めを実施する場合は広報が難しい、との指摘

があった。

高速道路と国道の同時通行止めや予防的通行止めについ

て、実施に当たっての課題はあるものの、「人命を最優先

に、幹線道路上で大規模な車両滞留を徹底的に回避する」

という「中間とりまとめ」で掲げられた目標にとって有効

であると考えられる。

ⅲ)タイムラインの作成について

「中間取りまとめ」の中で、道路管理者等が取組を強化

すべきソフト的対応として「タイムライン（段階的な行動
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計画）の作成」が挙げられており、各地方整備局における

対応状況についてヒアリングした。

表２ 令和３年度冬期における道路管理の実施状況（概要）

予防的通行止め・高速＆国道

同時通行止めの実施

立ち往生等の交通障害の

発生有無

通行止め以外の新たな対策

など

北海道

予防的通行止め区間を含む管

理国道 24 路線 34 区間で通行

止めを実（R4.1.11）。

函館江差自動車道で降雪時

の事故による交通障害の発

生。

・タイムライン、情報発信

の強化

・除雪体制の強化・整備。

（R3.12.27 記者発表 6))

東北

東北自動車道、国道で排雪・

除雪を目的とした通行止め

や、吹雪・大雪等で視界不良

のため通行止めを実施。

山形県内で東北中央自動車道

と国道 13 号、国道 112 号の

同時通行止め（R4.2.21）

国道 4号等で立ち往生の

発生事例。

国道７号（山形県酒田市。

R3.12.26 など）で車両滞留

の発生

高速道路会社との連携強化

情報提供・広報の拡充

広報の新たな取り組みとし

て、工業団地の企業を訪問

し協力依頼を行った。

関東

・国道 1 号箱根新道での予防

的通行止め(R4.3.22)や、関越

道と国道 17 号の同時通行止め

などが実施された。

・首都高速や一般国道で

立ち往生やスリップによる

事故が発生。

・関越道：雪で走行不能の

トレーラーによる車線閉塞

で 464 台が滞留。

・国道 17 号：関越道からの

迂回車両による渋滞発生、

交通集中防止の通行止め

冬道ポータルサイトの開

設、ＳＮＳの活用など情報

発信の拡充。

関係機関とタイムラインに

ついての情報交換や、雪害

体制時の情報共有を実施

北陸

関越自動車道において、計画

的 IC 閉鎖（予防的通行止め）

を実施（R3.12.26～28）。

関越自動車道で立ち往生

及び立ち往生等に起因する

車両滞留が 11 件発生。この

うち路面積雪が要因となっ

た立ち往生も 2 回発生。

チェーン指導訓練や気象道

路状況に応じた情報発信な

どのソフト対策に加えて、

消雪パイプの設置などのハ

ード対策を行っていた。

中部

名神高速道路と並行する国道

21 号の同時通行止めを実施

（R3.12.26～28）

国道 21 号において、立ち往

生の発生事例を確認。

記者発表による呼びかけ等

により一定の出控え等や広

域迂回があり効果があった

と考えられる。

近畿 国道 8号と北陸道の並行区間

を同時に通行止めしている事

例（R3.12.25）がみられた。

北陸道や国道 8号で立ち往

生や雪に起因する事故の発

生事例。

タイヤ規制を実施し、合わ

せて SNS 等で情報発信を行

っていた。

中国 排雪・除雪を目的とした通行

止めは実施された。事前通行

止めや同時通行止めはなかっ

た。

高速道路上での立ち往生の

発生事例。

降雪期前にタイムラインを

作成し除雪体制や関係機関

との連携を拡充
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いずれの整備局においてもタイムラインは作成済みで、関

係者間の情報共有や連携した対応など、タイムラインを作

成した効果が感じられていた。ただし、タイムラインに記

載した内容はあくまで基本的な事項で、実施に当たっては

気象や交通状況に応じて臨機応変な対応が求められた。ま

た、突発的な降雪への対応が生じた場合は運用に時間を要

したケースがあった。こうした課題に対してタイムライン

の見直しは適宜行われ、反映されている。また、タイムラ

イン自体は変更しないものの通行止めの判断基準を定量的

に示して関係機関の間で共有するなど、運用面での改善を

図った事例があった。

ⅳ） その他の対策や課題等

道路管理者からの情報発信については各地整が重視して

おり、従来からの伝達手段である現地の情報板やラジオに

加え、旧Twitter（※当時。現在の『X』）を使うことでリ

アルタイム性を高めた事例や、迂回ルートの地図と写真を

添付して発信することで道路利用者に分かりやすく伝え

る、等の工夫が見られた。また、SNSによる冬期道路情報

の発信を機にフォロワー数が倍増した国道事務所の事例が

確認された。スマートフォン等の情報端末が道路利用者に

も広く普及しており、これらを活用した道路交通情報の発

信は有効であると考えられる。

その他、地整間やNEXCO各社間との情報連携を密にする

ことを重視し、WEB会議システムの常時接続など新たな連

絡体制を整備した事例が見られた。

４．まとめ

「中間取りまとめ」の中に以下のような一節がある。

「大型の台風等が接近・上陸する場合等において、鉄道事

業者が安全確保の観点から行っている計画運休について

は、最初は批判があったものの、徐々に社会的な機運が醸

成され社会に浸透しつつあることから、このような取り組

みも参考にしつつ、大雪時の道路の通行止めに対しても、

国民のコンセンサスを形成しながら、より賢く対応してい

くことが求められる」

事業者の判断により利用が制御可能な鉄道事業や高速道

路とは違って一般国道は道路利用者の判断に委ねられる部

分が大きく、道路利用者、ひいては国民の理解と協力が一

層重要と考えられる。その促進に資すべく研究を進めてい

きたい。
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風による雪の移動を考慮した融雪流出解析

山田嵩＊１ 柿沼孝治＊１

1. はじめに

積雪寒冷地において積雪は非常に重要な水資源であ

り、春から夏にかけて長期間安定した水を供給している
1)。このため、山間部における積雪分布を推定し融雪期

のダム流入量を正確に予測することは、水資源管理及び

防災の面で重要である。ダム管理の現場において流域の

積雪水量を推定するために積雪調査が行われているが、

冬季に直接入山する必要があり、調査可能な地点が限ら

れ、雪崩等の危険と多大な労力を伴いコースや時期によ

って結果が左右される 2)。

また、山地斜面における降雪は、風、重力、地形の影

響を受けて再分配される3)しかし、この影響は一般的な

融雪流出解析モデルや流域の積雪水量推定では考慮され

ていない。これに対して、山田ら4)5)は忠別ダム流域を対

象に、Alpine3D6)を用いて、風による雪の移動を考慮し

た積雪量推定及び融雪流出解析をそれぞれ行っている。

本稿ではこれらの山田ら4)5)による風による雪の移動を

考慮した積雪シミュレーション及び融雪流出解析の成果

ついて紹介する。

2. 対象領域

本研究での対象領域は、北海道の中央部に位置する流

域面積238.9 km2の忠別ダム流域である。忠別ダムの森林

限界は概ね1450 m付近である。流域周辺では気象庁・国

土交通省の管理する気象観測所が複数存在し、旭岳ロー

プウェー姿見駅では、複合気象センサー（VAISALA社製

WXT536）を設置して2017年8月から気象観測を実施して

いる。姿見駅にて観測している気象要素は、気温、湿

度、風向・風速、気圧、降雨量である。対象領域周辺の

標高分布を図1に示す。図中の■は気象観測点を表して

いる。

3. 積雪シミュレーション

風による雪の移動を考慮した積雪シミュレーションに

は、スイス連邦雪・雪崩研究所により開発された3次元

の積雪・地表面モデルである、Alpine3Dを用いた。

山田ら4)ではAlpine3Dの計算を風・地形の影響を考慮

した「風あり計算」及び考慮しない「風なし計算」の2

種類を行っている。「風あり計算」において、Alpine3D

に搭載されているWinstral7)を用いて風による雪の再分配

を考慮している。Winstralは地形と風の影響を考慮して

メッシュの降水量を計算するアルゴリズムであり、地形

ベースのパラメータによる統計モデルである。

Alpine3Dへの入力データには標高、土地の被覆情報及

び気象データ（降水量、気温、湿度、風速・風向及び長短

波放射量）が必要である。標高データには国土地理院の基

盤地図情報10mメッシュ（標高）を、土地の被覆情報には

環境省の自然環境保全基礎調査の結果を基にした植生分

布を用いている。気象データには姿見駅での観測値、対象

領域周辺の気象庁アメダス及び国土交通省による気象観

測値を用いた。データの時間解像度はいずれも1時間であ

る。空間分布は基本的には逆距離荷重法により作成して

いる。

計算期間は2017年11月1日1時から2018年4月30日24時

までである。計算範囲は忠別ダム流域が収まる範囲とし

て図-1中の内側の黒枠線として設定した。またAlpine3Dで

の解像度は計算負荷を考慮して150 mメッシュとした。

積雪水量の分布図は図2に示す。図2を見ると、風なし

計算では標高分布と概ね一致している一方で、風あり計

算では特に森林限界以上の領域において、標高分布とは

大きく異なっている。紫枠線においては大雪ダム側の

積雪水量が大きいことが分かる。また、青枠線において

は、流域内だが、局所的に積雪水量が大きいことが確認

できる。

これは、風なし計算では標高分布と概ね一致してお

り、積雪水量が標高比例した結果と考えられる。風あり

計算において積雪水量が局所的に大きくなっている紫枠

線の領域は流域境界であり、風により雪が大雪ダム側へ

と移動した事が理由と考えられる。また、流域内の青枠

＊1 国立研究開発法人土木研究所寒地土木研究所

図 1 対象領域周辺の標高分布（山田ら 4）より改変）
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線の領域は忠別ダムにおける最高標高の領域であり、局

所的な吹き溜まりが生じた事で積雪水量が大きくなった

と考えられる。

4. 融雪流出解析

融雪流出解析の基礎モデルには菅原8)のタンクモデル

を用いている。本研究では4段のタンクモデルを用いて

いる。最上段のタンクへの入力量は、降雨量と融雪量の

和から蒸発量を引いた値である。各タンクの貯留量が一

定の高さを超えていれば、側面の穴から流出が発生し、

各タンクの流出量の総和が流出モデルの流出量となる。

本研究では、Alpine3Dの計算に用いたメッシュから忠

別ダム流域を抽出して、メッシュ毎に融雪量や流出量を

計算している。ただし、メッシュ間の水の移動は考慮し

ておらず、流出量は全メッシュの平均値である。

融雪モデルは小池ら9)のモデルをベースにしており、

長波放射モデルには太田のモデル10)を、アルベドモデル

は山崎ら11)のモデルを、蒸発モデルにはマッキンク式12)

を用いているが、詳細は山田ら5)を参照の事。

計算期間は、2010年1月1日から2018年月30日までであ

り、10月1日から9月30日を1水文年とした。2010年1月1日

から2015年9月までを流出解析モデルの状態変数を安定

させるための助走期間とし、2015年10月から2018年9月を

解析期間としている。解析期間の内、2016水文年をモデル

パラメータの同定期間とし、2015水文年にて流出解析モ

デルの再現性検証、2017水文年にてAlpine3Dの計算結果

による補正処理を行った。モデルパラメータの同定は試

行錯誤的に行っており、詳細な結果は山田らを参照の事。

入力データに関しては前述のAlpine3Dによる積雪シミ

ュレーションと基本的には同様のため割愛するが、空間

分布の作成において最近隣法をベースにしている点が異

なる。Alpine3Dによる積雪水量の補正は、風あり計算及

び風なし計算の2018年3月22日12時時点での計算結果

を、融雪流出解析モデルに反映させる事で行っている。

具体的には流出解析モデルでの積雪水量を、Alpine3Dに

より計算された積雪水量で置換する処理を行っている。

この補正処理は全メッシュを対象とした場合及び森林限

界以上の高標高帯メッシュを対象とした2パターンを行

っている。パターンの定義を表1に示す。

ダム流入量の再現性検証にはNash and sutcliffeの効率係

数13)（以後、NS値という）を用いた。NS値は1に近ければ

その値が1 に近いほどモデルの精度はよいとされ、0.7 以

図 2 積雪水量の分布図 左：風あり計算、右：風なし計算（山田ら 4)より改変）

表 1 計算パターンの定義（山田ら 5）より）

計算パターン 補正処理

オリジナル計算 なし

風あり補正計算 1
風あり計算による補正を

全メッシュに実施

風あり補正計算 2
風あり計算による補正を

高標高帯メッシュに実施

風なし補正計算 1
風なし計算による補正を全

メッシュに実施

風なし補正計算 2
風なし計算による補正を

高標高帯メッシュに実施
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上でモデルの再現性が高いとされている14)。NS値の計算

式を式(1)に示す。

𝑁𝑆 = (1 −
∑ (𝑄𝑐𝑎𝑙(𝑖) − 𝑄𝑜𝑏𝑠(𝑖))

2𝑛
𝑖=1

∑ (𝑄𝑜𝑏𝑠(𝑖) − 𝑄𝑎𝑣𝑒)
2𝑛

𝑖=1

) (1)

ここで、𝑁𝑆はNS値、𝑄𝑐𝑎𝑙は日平均計算ダム流入量(m3/s)、

𝑄𝑜𝑏𝑠は日平均実測ダム流入量(m3/s)、𝑄𝑎𝑣𝑒は計算期間中の

実測ダム流入量の平均値(m3/s)である。NS値の計算は融雪

期と考えられる4月1日から7月31日までを対象とした。計

算は1時間毎の計算値を日平均値に変換して行った。また、

水収支についても検証を行っており、水収支誤差(%)は式

(2)で計算している。

𝐸 = (
∑ 𝑄𝑐𝑎𝑙(𝑖)
𝑛
𝑖 − ∑ 𝑄𝑜𝑏𝑠(𝑖)

𝑛
𝑖=1

∑ 𝑄𝑜𝑏𝑠(𝑖)
𝑛
𝑖=1

) × 100 (2)

構築した流出解析モデルの再現性検証を行った2015水

文年におけるNS値は0.75、水収支誤差は-2.26 %であり、

本研究にて構築した流出解析モデルの再現性は良好であ

るといえる。計算結果は図3に示す。図3を見ると計算値は

融雪初期にて過小評価となっているものの、概ね実測値

を再現できている。表2には2017水文年における計算値一

覧表を示す。 2017水文年では風あり補正計算1、2共にオ

リジナル計算よりもNS値が高くなり、再現性が向上した

ことが分かる。これは、Alpine3Dの計算結果を反映した事

により、主に森林限界以上の高標高帯の積雪水量が、実際

の積雪水量分布に近くなったためと考えられる。ただし、

水収支誤差においては特に風あり補正計算2の再現性が

低下している。

2017水文年におけるダム流入量の計算結果を図4に示

す。2017水文年ではどの計算結果においても、計算値は実

測値を再現できているが、ピーク値を過大評価している。

一方で、風あり計算補正計算ではピーク値の再現性が多

図 3 ダム流入量の計算結果 2015水文年

（山田ら 5)より）

表 2 2017水文年における計算値一覧表（山田ら 5）より）

指標 オリジナル計算
風あり

補正計算 1

風あり

補正計算 2

風なし

補正計算 1

風なし

補正計算 2

NS 値 0.68 0.73 0.78 0.52 0.65

水収支誤差 3.37 % 3.57 % -9.65 % 24.3 % 4.27 %

計算流入量 1514 mm 1517 mm 1323 mm 1820 mm 1538 mm

実測流入量 1464 mm（融雪期のみの総和）、2491 mm（水文年全体の総和）

降雨量 1258 mm（水文年全体の総和）

降雪量 1779 mm（水文年全体の総和）

蒸発散量 815 mm（水文年全体の総和）

図 4 ダム流入量の計算結果（2017水文年）

上：補正計算 1、下：補正計算 2

（山田ら 5)より）

拡大

拡大
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少なりとも向上している。これは、ピーク流入量発生時の

積雪水量分布が改善したためと考えられる。実際にピー

ク流入量発生時の積雪水量分布（図5に示す）を確認して

見ると、オリジナル計算に比べて風あり補正計算2の積雪

水量が明らかに少ない事が確認できる。さらに、積雪水量

が確認できるのが高標高のみである事及び風あり補正計

算2の水収支誤差が大きくなっている事から、Alpine3Dの

積雪水量は高標高帯にて過小評価である事が考えられる。

逆に森林限界以下の領域においては過大評価の可能があ

る。

5. まとめ

本論文では山田ら 5)6)による風による雪の移動を考慮

した融雪流出解析について紹介した。融雪流出解析にお

いて風による雪の移動を考慮する有効を示しており、融

雪期におけるダム管理の高精度化が期待される。また、

山田ら 15)により AI を用いた融雪期のダム流入量予測を

行われており、今後は AI技術も併用して融雪期のダム

流入量予測の高精度化を目指す予定である。

謝辞：ワカサリゾート㈱旭岳事業部（旭岳ロープウェ

イ）のご協力で観測機器を設置させて頂いた。また、気

象データの一部は国土交通省から提供を受けた。ここに

記して謝意を表す。
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 エアー式遮断機の追加整備効果の検証 

秋田隼希＊1 中島賢治＊2 長原俊介＊3 

１．はじめに  

NEXCO中日本金沢支社管内では雪による自力走行不能

車両や滞留車両が発生した際、速やかな本線通行止めを

実施し、大規模滞留車両の発生を抑制する目的で、2021

年度より簡易な規制装置（エアー式遮断機）を整備して

いる。当初整備した箇所で本線への車両流入の検証を行

った結果、約80%の進入を防ぎ、一定の効果を得られたも

のの、残りの約20%がすり抜けて通行止め内へ流入したこ

とが課題であった。また、2022年度整備箇所において、

トンネルが連続している区間では、特設情報板を設置で

きる箇所がなく通行止めの事前案内ができない等の課題

もあった。これらの課題改善として実施した、本線ノー

ズ部中央分離帯側へのエアー式遮断機の追加設置および

トンネル内でのプロジェクターによる通行止め案内標示

について、導入に向けた検討と実際の運用時の効果検証

を行ったので報告するもの。 

２．エアー式遮断機導入の背景 

雪による通行止め事象が発生した際、迅速な通行止め

を実施し、大規模滞留車両の発生を抑制することが重要

である。しかし、従前の通行止め閉鎖には区間にもよる

が物理的閉鎖（矢印板等による規制）を実施するまでに

約25分程度の時間を要しており、情報板による通行止め

の情報提供は行っていたものの、通行止め区間内へ約

50％の一般車両の流入を許していた。（図1）問題点とし

て、情報板およびICでの通行止め開始から本線の物理的

閉鎖完了までに時間を要する、渋滞等の交通状況の影響

を受ける、時間を要する分だけ通行止め区間内への一般

車両の流入が増えて滞留車両が増加する等があった。 

 エアー式遮断機は、遠隔操作によりバルーンに空気を

送り込んで膨らませることにより、簡易的且つスピーデ

ィーに規制を行うことができることから、カメラで監視

しながら物理的閉鎖（矢印板等による規制）が可能であ

る。また、バルーンは布製で、車両が誤って接触しても

安全なつくりになっている。これまで同種の遮断機は、

SA・PA、JCTランプの閉鎖では用いられてきたが、高速道

路本線上への設置は全国でも初めての事例であった。 

写真1. エアー式遮断機作動状況 

３．導入により得られた効果と課題 

 エアー式遮断機が導入されたことで、これまで約25分

かかっていた物理的閉鎖（矢印板等による規制）の所要

時間が、約14分程度へと短縮され、約80％の車両が本線

から流出した。一方で約20％の一般車両の通行止め区間

への流入を許している。理由としては、視認性の不足や

長さ不足により完全に物理閉塞していないことや、1台で

も通過する車両がいると後ろの車両も追随して進入して

いること等が想定された。 

＊１ 中日本高速道路株式会社 金沢支社 高速道路事業部 保全課 

＊２ 中日本高速道路株式会社 金沢支社 高速道路事業部 保全計画課 

＊３ 中日本高速道路株式会社 金沢支社 敦賀保全・サービスセンター 保全計画課 

※先頭固定規制 

：除雪車両が低速で

走行することで前

方に車両のいない

空間を作り、車両規

制班の作業時間を

確保するもの 

図 1.従前の通行止め時進入想定台数 
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４．エアー式遮断機の整備計画 

エアー式遮断機整備箇所については、過去の大雪時に

通行止めが多く発生した区間、予防的通行止め時に端末

ＩＣとなる区間を定め、2021年に6箇所の施工を完了し、

2022年度においては8箇所の施工を行った。（表1）（図2） 

エアー式遮断機の配置については、1インターあたり、

追越車線側の中央分離帯に2基、走行車線側のノーズ先端

部付近に1基を設置することを標準としたが、今庄IC（上

り）および武生IC（上り）では、2021年度に得られた課

題改善として、中分側にもすりぬけ防止のために、追加

設置（＋1基：全4基/箇所）を行った。（図3） 

表1. エアー式遮断機整備箇所 

整備 

年度 
設置箇所 備考 

2021 

年度 

敦賀 IC 上下 

丸岡 IC 下り 

加賀 IC 上り 

金沢森本 IC下り 

小矢部 IC 上り 

通行止め区間端末IC 

または 

大雪重点区間 

2022 

年度 

今庄 IC 上り 

武生 IC 上り 

砺波 IC 上り 

滑川 IC 下り 

朝日 IC 上り 

福光 IC 上下 

白川郷 IC 下り 

図 2. エアー式遮断機整備箇所 

５．エアー式遮断機の使用実績 

 2021 年度においては、使用実績が敦賀 IC（上り）での

1 回に留まったものの、2022 年度においては、計 3 回の

通行止め事象時に使用した。（表 2）その結果、簡易規制

内への流入車両は 0台であり、流入を 100%防ぐことがで

きたことで、改めてエアー式遮断機による滞留車両の抑

制効果を確認できた。エアー式遮断機は、事務所の防災

対策室から遠隔操作で作動している。現地に設置したカ

メラで安全を確認したうえで作動しているため、基地か

ら遠い IC で物理閉鎖に時間を要する場所でも、エアー式

遮断機を用いて速やかに簡易規制ができる。カメラ確認

に要する時間も 1 分程度であり、実用に問題無いことを

確認できた。 

写真 2. エアー式遮断機使用状況 

表 2.2022 年度 エアー式遮断機使用実績 

2022 年 

使用実績 
1 回目 2 回目 3 回目 

日付 12 月 28 日 1月24日 1月 30日 

路線 東海北陸道 北陸道 北陸道 

IC 

(上下)

白川郷 

（下り） 

武生 

（上り） 

今庄 

（上り） 

すり抜け 

割合 
0％ 不明 0％ 

流入台数 0 台 ― 0 台 

※1回目はトラフィックプロジェクターによる案内箇所 

※2,3 回目は 2022 年度追加設置箇所（全 4基/箇所） 
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６．暫定２車線区間での運用 

6.1 プロジェクターによる通行止案内 

エアー式遮断機の設置箇所においては、走行するお客

様への情報提供のため、インターチェンジ 3km 手前から

500m 間隔で特設情報板をセットとして設置している。し

かし、2022 年度に設置した白川郷 IC（下り）においては、

暫定 2 車線区間でかつトンネル連坦区間であるため、他

の区間と異なり、特設情報板による事前案内ができない

という課題が発生した。解決策として写真 3,4 に示すよ

うに、プロジェクターを用いてトンネル壁面と車線上に

通行止の案内を投影し、お客さまへこの先の通行止め案

内を行うこととした。（図 4） 

写真 3.プロジェクターによる通行止案内(壁面) 

写真 4.プロジェクターによる通行止案内（車線上）

6.2．一般ドライバーへの周知 

エアー式遮断機による規制は一般ドライバーにとって

は未知のものであり、安全啓発と周知を図るために、図 5

に示すポスターを作成し、休憩施設等で広報を実施した。 

図 5.広報ポスター 

6.3 プロジェクター投影による案内効果 

 2022 年 12 月 28 日に白川郷 IC～五箇山 IC にて事故通

行止めが行われた際に使用した。（表 3） 

表 3. エアー式遮断機使用時系列 

14：45 白川郷～五箇山 IC 事故通行止め開始 

14：50 白川郷 IC のエアー式遮断機を使用 

簡易規制の完了 

15：09 交通管理隊による物理的閉鎖開始 

15：16 物理閉鎖完了 

図 3. エアー式遮断機の追加設置位置 
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簡易規制が完了してから物理的閉鎖完了までの白川郷

IC 下り線の通過車両台数は 0 台であった。流出は 110 台

でこのうち 3 台は規制内へ流入したものの、後退して流

出した。プロジェクターによる通行止め案内およびエア

ー式遮断機の導入効果が確認できた。 

図 6.通行止め発生位置図 

７．まとめ 

2022年度に雪による通行止め事象発生時にエアー式遮

断機を使用した箇所において、エアー式遮断機の設置完

了後に本線へ流入した車両台数は0台であった。すり抜け

防止対策（ノーズ部中分側に追加設置）やプロジェクタ

ー投影による案内が効果的であったと考えられることか

ら、今後は過年度に整備済である今庄IC（上り）、武生IC

（上り）以外の箇所においても同様に、エアー式遮断機

のノーズ部中分側への追加設置を行っていく。 

 エアー式遮断機は基地から遠いICで物理閉鎖に時間を

要する場所でも、速やかに簡易規制ができるため、滞留

車両の抑制に有効であることを改めて確認できた。一方

で、通行止め開始からエアー式遮断機の使用決定までの

初動の遅れがあったため、エアー式遮断機を使用するタ

イミングを事務所内で事前に周知しておく必要がある。

NEXCO中日本金沢支社管内では、今後もエアー式遮断機を

追加設置予定であるため、通行止め事象を想定した実地

訓練などを行い、さらなる安全な運用、滞留車両の削減

を目指して改善を図っていく。 

図 4.プロジェクターによる通行止案内イメージ 
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２積雪地域分類図の作成 
“道路構造令の解説と運⽤”に基づく積雪地域の分類法 

村上雅紀＊１ 

１．はじめに 
積雪地域として代表される北海道と北陸（本稿では北

陸３県＋新潟県を指す）では、雪の降り⽅や雪質が⼤き

く異なることが知られている。例えば、北海道の雪とし

てイメージされる単語はパウダースノー、サラサラ、乾

いている、軽いなど、北陸地⽅の雪としてイメージされ

る単語はベタ雪、ドカ雪、湿っている、重いなどのよう

に、⾔葉だけでも随分と印象が異なる。こうした雪質の

違いは、雪対策や除雪⽅法において地域差となって表れ

る。道路設計を⾏う際にも、道路構造令より「積雪地域

に存する道路の中央帯、路肩、⾃転⾞歩⾏者道及び歩道

の幅員は、『除雪』を勘案して定めるものとする」とされ

ているように、雪の降り⽅や雪質の地域性を⼗分に理解

した上で道路設計することが⼤変重要である。 

そこで本稿では、⽇本道路協会発⾏「道路構造令の解

説と運⽤」1）の考え⽅を参考にし、北海道地⽅型と北陸

地⽅型の２つの積雪地域を分類することを試みた。 

２．積雪地域の分類法 
(1) 雪氷学的なアプローチによる積雪地域の分類 

積雪の地域特性（分類）に関するこれまでの研究は、

⽯坂（1996）にまとめられている 2）。当然の事ながら、

雪質は乾雪（乾いた雪）と湿雪（湿った雪）の２種類だ

けではなく、乾湿の遷移領域にあるような中間的な雪質

も存在する。そのため、気象データだけでなく積雪の状

態、積雪の断⾯構造など、様々な観測、観察結果から積

雪地域の分類が試みられている。⽯坂（1996）による分

類法においては、基本的に１⽉の平均気温を指標とし、

“湿り雪地域”、“中間地域”、 “乾き雪地域”、 “しもざら

め雪地域”の４つの積雪地域に分類している。また、12〜

3 ⽉までの冬期間の気候値と標⾼データを合わせてデー

タベース化し、乾雪地域と湿雪地域を分類している。こ

の分類では、新潟県から福井県にかけての北陸地⽅中⼭

間地から平野部を湿雪地域としている。 

(2)「道路構造令の解説と運⽤」による積雪地域の分類 
「道路構造令の解説と運⽤」1）では、「除雪、融雪⽅法

等を勘案して堆雪幅を確保できるよう定める」とされて

いる。実際に道路の横断⾯構成は、雪量や雪質の違いに

⼤きく影響を受けるため、積雪地域における道路設計の

流れとして、まず特徴の異なる２つの積雪地域に分類さ

れることとなる。同解説では、図１で⽰されるように１

⽉の平均気温と１⽉の降⽔量（平年値）から積雪地域を

東北・北陸地⽅の積雪地域（ａ地域）と北海道地⽅の積

雪地域（ｂ地域）に⼤別し、各地域に対応した係数を道

路設計に⽤いている。この係数については詳細を省くが、

ａ地域では⾼い雪密度、ｂ地域では低い雪密度が係数と

して⽤いられ、路肩堆雪幅の算定がなされている。 

図１ 積雪地域の平均気温と降⽔量 1）

 ２つの積雪地域を分類するために参照される図１は代

表的な都市のみ整理されている。北海道あるいは北陸地

⽅の雪の降り⽅や雪質は特徴的であるため、各々の道路

設計者が意識して分類することは少ない。しかし、図に

無い都市、⼭地部から平野部にかけて雪の降り⽅や雪質

が遷移するような箇所、２地域が重なりあった場所の分

類⽅法など、２つの積雪地域の境界付近では技術者の経

験や勘に頼る部分が⼤きいと考えられる。そのため、道

路設計や除雪計画を⾏う上でも２つの積雪地域を分類で

きるようにしておくことは有⽤であると考える。

＊１ 開発技建株式会社 道路計画部
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３．積雪地域の分類
(1) 取り扱う気象データ 

積雪地域の分類を⾏う前に、取り扱う気象データの整

理をする。取り扱う気象データは気象庁発表の“１⽉の

平均気温”と“１⽉の降⽔量（平年値）”である。平均と

は 30 年間の平均値である。原稿作成時は 2023 年であ

るため、1991〜2020 年の平均値ということになる。ま

た、なぜ１⽉の平均気温と降⽔量を採⽤するのかという

話に⾔及すると、１⽉は厳冬期だからというのが⼀般的

な回答である。実際にいくつかの積雪地域の気象データ

を⾒ると、ほとんどの積雪地域では 12〜１⽉に降⽔量

が多く、1〜２⽉に気温が低くなる。そのため、平均気

温と降⽔量（平年値）の関係について 12〜３⽉の時系

列でプロットすると、図２(a)のように“逆コの字”を描

く。このとき、降⽔量が多く、気温が低くなる⽉が１⽉

ということになる。ただし、⼤船渡、宮古、⽯巻のよう

な東北地⽅太平洋側では、降⽔量は 12 ⽉よりも３⽉の

⽅が多くなる傾向がある。このような地域では図２(b)

のように“〆字”を描く。気温と降⽔量の傾向が他の積雪

地域と異なるため、雪の降り⽅も異なると考えられるが、

今回取り扱った気象データについては１〜３⽉の降雪

量に⼤きな差は⾒られなかったため、便宜上、東北地⽅

太平洋側についても他の積雪地域と同じく１⽉の気象

データを対象とすることとした。 

図２ 積雪地域の平均気温と降⽔量の傾向 

(2) 北海道地⽅と北陸地⽅のデータ分布 
図３は北海道地⽅と北陸地⽅の気象データのみを⽤

い、平均気温と降⽔量（平年値）の関係をプロットした

ものである。地域を分かりやすくするため、北海道地⽅

は⻘⾊、北陸地⽅（新潟県・⽯川県・富⼭県・福井県）

を⾚⾊で⾊別した。その結果、両分布には明瞭な隔たり

が⾒られ、分布の重なりは⾒られなかった。そこで、道

路構造令の考え⽅に習い、⾚印で⽰される北陸地⽅型の

積雪地域を「ａ地域」、⻘印で⽰される北海道地⽅型の

積雪地域を「ｂ地域」と呼ぶことにする。 

図３ 積雪地域の平均気温と降⽔量（平年値） 

（北海道・北陸） 

(3) 両データを分ける「乾雪―湿雪」境界線の設定 
２つの積雪地域を分類するため、「ａ―ｂ地域境界線」

を設定する。ａ・ｂ地域の分布間に境界線を通すため、

図３上で a 地域に近い b 地域のデータとｂ地域に近い a

地域のデータを各 50 標本ずつ選定した後、判別分析を

⾏った。ここで得られた境界線を以下に⽰す。（図４）。 

Ｐ＝−46.8Ｔ＋148.3     （式１） 

ただし、T：１⽉の平均気温（℃） 

    P：１⽉の降⽔量（平年値）（mm）とする。

図４ 「ａ―ｂ地域境界線」の設定 

この境界線を⽬安にすると、観測点における平均気温

と降⽔量（平年値）が境界線より右上に来た場合は「ａ

地域」、左下に来た場合は「ｂ地域」と分類できること

になる。観測点基準にした場合、式１は以下で表される。 

① p ≧−46.8 t＋148.3 のとき「a 地域」  
② p ＜−46.8 t＋148.3 のとき「b 地域」  
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ただし、 

t：観測点における１⽉の平均気温（℃） 

  p：観測点における１⽉の降⽔量（平年値）（mm）

例えば、札幌観測所における１⽉の平均気温は-3.2℃、

降⽔量（平年値）は 108.4mm である。上式にあてはめ

ると右辺は 298.1 となるため、②より「ｂ地域」となる。

式１の係数については様々な算出法があると考えられ

るが、今のところ境界付近に位置する以下の３観測点が

分類できているため、本式を使って議論する。 

・新潟県 津南観測点［-1.2℃，234.1mm］・・・ａ地域 

・北海道 松前観測点［-0.5℃， 87.1mm］・・・ｂ地域 

・北海道 江差観測点［-0.6℃， 84.9mm］・・・ｂ地域 

(数字はそれぞれ１⽉の平均気温と降⽔量を⽰す。) 

(4) 東北地⽅のデータ分布 
図４では、北海道地⽅と北陸地⽅の気象データとの間

に空⽩域が⾒られる。これは解析上、両地域の中間に位

置する東北地⽅の気象データを抜いていたためである。

積雪地域全域の分布を表現するには、この空⽩域に東北

地⽅の気象データを重ねる必要がある。図５は図４に東

北地⽅の気象データを反映させたものである。東北地⽅

は広い範囲で「ｂ地域」の傾向を⽰し、⽇本海側にある

２県（秋⽥県・⼭形県）の⼀部と福島県の⼀部が「ａ地

域」に分類されていることが分かる。 

図５ 積雪地域の平均気温と降⽔量（平年値） 

（北海道・東北・北陸） 

(5) 東北地⽅の境界線の検証 
図６は各観測点を「ａ―ｂ地域境界線」で分類し、そ

の結果を地図上で⽰したものである。⽐較のため、⽯坂

（1996）が⽰した４積雪地域分類図を図７に⽰す。北

陸地⽅から東北地⽅南部の⽇本海側では、４積雪地域分

類図と同様に「ａ地域（湿り雪地域）」として表現され

ている。また、福島県の太平洋側では、４積雪地域分類

図と同様に２積雪地域分類図でも「ａ地域（湿り雪地

域）」と判定されている。また、４積雪地域分類図で⽰

される「中間地域」については、２積雪地域分類上「ａ

地域」で判定されていることが多く、その結果として⽇

本海側の内陸部まで「ａ地域」が分布する結果となって

いる。 

図６ ２積雪地域分類図（東北地⽅） 

図７ ⽯坂（1996）による４積雪地域分類図 2)
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４．気候変動による積雪特性の変化
今回作成した２積雪地域分類図（図６）によって、⼤

局的に「ａ地域」と「ｂ地域」に分離できた。この分類

図は、1991〜2020 年の 30 年平均値を⽤いて作られた

ものであるが、この 30 年区間の基準年を変えることで

平均気温と降⽔量の時系列変化（以下、“ＴＰ時系列変

化”と呼ぶことにする）を追うことができる。以下にａ・

ｂ両地域の傾向を⽰す。なお、気象データは 1872 年以

降のものを⽤いているが、都市によって気象観測開始年

が異なるため、データが存在しないものがある。 

(1) a 地域の TP 時系列変化 
ａ地域における TP 時系列変化を図 8 に⽰す。１⽉の

平均気温は 100 年間で 1〜２℃上昇し、冬期降⽔量の多

い⾼⽥では 100mm ほど降⽔量が減少していることが

分かる。新潟や福井は降⾬量がほとんど変わらず気温だ

け上昇している傾向にある。 

図８ ａ地域における１⽉のＴＰ時系列変化図 

(2) b 地域の TP 時系列変化 
b 地域における TP 時系列変化を図９に⽰す。１⽉の

平均気温は 100 年間で 1〜４℃上昇し、降⾬量がほとん

ど変わらない地点が多いが、札幌については 50mm ほ

ど降⽔量が増えている。 

図９ ｂ地域における１⽉のＴＰ時系列変化図 

(3) 温暖化傾向について 
1872 年以降の気象データによれば、a・ｂ地域ともに

温暖化傾向があることが読み取れた。とりわけｂ地域に

ついては、30 年平均値が「ａ―ｂ地域境界線」に近づ

いているため、今後もこの温暖化傾向が続いた場合、北

陸型の湿った積雪になることも予想される。３⽉のＴＰ

時系列変化図を作成すると、札幌や函館の春は既に北陸

型の雪になりつつあることが読み取れる（図 10）。本稿

で設定した「ａ―ｂ地域境界線」を基準とすると、函館

では 2019 年からこの境界線を越え、北陸型の積雪に遷

移していることが分かる。 

図１０ ｂ地域における３⽉のＴＰ時系列変化図 

５．まとめ
本稿では「道路構造令の解説と運⽤」に基づき、北海

道地⽅型の積雪（乾雪）と北陸地⽅型（湿雪）を⼤別す

る２積雪地域分類図を作成した。これにより、２地域に

挟まれた東北地⽅や、従来図に記載されていない都市の

積雪特性を判別することができる。 

注意点としては、この２積雪地域分類図はあくまでも

積雪地域の道路設計をする際や、道路除雪・融雪⽅法を

勘案することを⽬的として作成した図であるというこ

とである。２積雪地域分類図は、乾雪と湿雪の中間的雪

質の存在を否定するものではない。積雪の地域特性を議

論する場合は、４積雪地域分類図で⽰されるように積雪

の状態や構造、観測や観察など、より雪氷学的な⾒解が

必要と考える。 

引⽤⽂献 
1) ⽇本道路協会（2021）：道路構造令の解説と運⽤、

pp.720 

2) ⽯坂雅昭（1996）：⽇本の冬の気候と積雪の地域性、

雪氷、58巻、4号、329-338 
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除雪作業の技術継承と効率化をめざして

～除雪車両等に搭載したカメラを活用した取組～

一場勝幸＊１ 村岡豊仁＊１ 稲荷山智之＊２

１．はじめに

従来、国道の道路除雪は除雪機械の特徴や癖を考慮し

た運転操作や除雪手順等を踏まえ、運転手（オペレータ）

の経験に基づき実施されてきた。しかしながら、高齢化

が進み、次世代を担う中間層、若年層の担い手が不足し

ている実態があり１）、熟練オペレータから次世代のオペ

レータへ、積み重ねた経験による除雪技術を継承してい

くことが困難となりつつある。

国道の道路除雪は多くの一般車両が通行している中で

作業を行う必要があるため、交通安全に配慮しながら道

路除雪を行わなければならない。

さらに、交差点内等への堆雪を極力減らすためのシャ

ッターブレードの操作や前送り除雪等、オペレータの作

業は多岐に渡っている。

また、豪雪や地吹雪等を原因とした車両の立ち往生に

よる交通障害が発生した場合、立ち往生車両を救出しな

がら道路除雪を行う必要があり、通常時よりも施工性が

非常に悪くなるため、車両の立ち往生解消には多大な時

間、労力が必要となる。

高齢化が進み熟練オペレータが減少し、次世代のオペ

レータが不足している状況の中、車両の立ち往生等によ

る交通障害発生時を考慮した、効率的な国道の道路除雪

方法を検討していく必要がある。

以上のことを背景に、工事の実例をもとにカメラを活

用した熟練オペレータの技術継承と効率的な道路除雪方

法に向けた情報収集の取組を紹介するとともに、車両の

立ち往生等による交通障害発生時への活用について提案

を行う。

２．除雪体制の現状

前述したように、国道の道路除雪は、これまで熟練オ

ペレータの経験に基づき実施されている。

次世代のオペレータへの技術継承は、２人乗り体制の

除雪グレーダに次世代のオペレータが助手として同乗す

ることで、熟練オペレータの技術を体得してきた。

しかし、平成 27 年度以降に製造された除雪グレーダは、

助手が搭乗できないワンマン型となっており２）、次世代

のオペレータへ除雪技術を継承することが困難となった。

一般国道 36 号札幌市月寒道路維持除雪外一連工事の

除雪作業は、札幌市内の中心部を主としており、日中に

降った雪が多くの一般車両により路面上に圧雪された状

態となるため、当該区間の除雪作業は、除雪グレーダを

使用して圧雪した雪を削りながら除雪作業を行わなけれ

ばならない。さらに、当該作業区間の除雪幅員が片側 16.0

ｍとなる箇所もあるため、複数台の除雪グレーダ同士で

連携しながら一度に除雪を行う必要があり（写真１）、か

なり高度な除雪技術が要求される区間となっている。表

１は本工事で貸与している官貸除雪車両の一覧である。

写真１ 複数台の除雪グレーダによる除雪状況

表１ 一般国道 36 号札幌市月寒道路維持除雪外一連

工事の官貸除雪車両一覧

機械名 規格 台数 備考

除雪グレーダ 4.0m 級 2

除雪グレーダ 4.3m 級 1 高速整正型

除雪グレーダ 4.3m 級 1 ワンマン型

除雪グレーダ 4.0m 級 2 ワンマン型

除雪ドーザ 11t 級 2

ロータリ除雪車 2.6m 級 1 一車線積込型

小形除雪車 ロータリ式 1

小形除雪車 兼用式 1

凍結防止剤散布車 湿式 4.0m3 1

＊１ 北海道開発局 札幌開発建設部 札幌道路事務所、＊２ 大東工業株式会社 維持事業部
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平成 27 年度から官貸車両としてワンマン型除雪グレー

ダの貸与をうけた本工事では、熟練オペレータの技術を

継承する方法として、カメラによる除雪状況の映像の収

集や記録等を行っている。

また、カメラ映像と併用して無線や電話等を使用する

ことで、現場代理人が除雪ステーションからオペレータ

に作業指示等を行うことを実施している。

３．ワンマン型除雪グレーダによる技術継承の取組

一般国道 36 号札幌市月寒道路維持除雪外一連工事で

は、ワンマン型除雪グレーダ（写真２）の運転席の右上

（写真３ 丸で囲った箇所）にカメラを設置した（写真４）。

このカメラにより撮影した映像を除雪ステーションで確

認した映像（写真５）と運転席から撮影した映像（写真

６）に遜色なく、ワンマン型除雪グレーダからの映像を

リアルタイムに収集、記録することができた。

記録した映像から、次世代のオペレータは熟練オペレ

ータの技術を確認でき、また、次世代のオペレータがワ

ンマン型除雪グレーダに乗車し作業を行う際には、カメ

ラ映像と併用して無線や電話等を使用することで、熟練

オペレータが除雪ステーション等からリアルタイムに助

言等ができる。記録した映像を用いて、次世代のオペレ

ータと熟練オペレータ、現場代理人を交えて運転操作や

除雪手順等を改めて確認することにも活用し、技術継承

に取り組んでいる。

また、複数台の車両にカメラを設置することで、その

映像を一度に確認することも可能であり（写真７）、現場

代理人も除雪ステーションから必要な作業指示をリアル

タイムにオペレータに行うことができる。

これらの取組により、次世代のオペレータからは、熟

写真２ カメラを搭載したワンマン型除雪グレーダ 写真４ 設置したカメラ機器

写真３ カメラ設置位置（丸で囲った箇所）
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練オペレータの技術を確認できるとともに、ワンマン型

除雪グレーダに乗車し操作する時に安心感があることや、

熟練、次世代のオペレータからは、一般車両が通行して

いる中で作業を行うため、交通安全に配慮しながら道路

除雪を行わなければならないところで、カメラの設置に

より常に見られているという意識をもって作業を行うた

め、不安全行動の抑制と安全意識の向上につながるとさ

れている。

４．道路巡視における情報収集効率化等の取組

一般国道 36 号札幌市月寒道路維持除雪外一連工事で

は、ワンマン型除雪グレーダで行った方法と同様にパト

ロールカーにカメラを設置した事例も検討、実践してい

る。パトロールカーに設置したカメラからの映像（写真

８）を、除雪ステーション等の現場代理人が確認するこ

とで（写真９）、現場代理人はパトロール担当者と同じ情

報を確認することができ、パトロール担当者へ作業指示

等を行うことができる。積雪時には、交差点部や路側の

堆雪状況（雪堤の高さや幅等の大きさ）の確認も行え、

現場代理人の現場への移動が削減されるため、生産性向

上にもつながる。

５．立ち往生等の交通障害発生時の活用の検討

従来は、車両の立ち往生による交通障害等で通行止め

を行った際には、立ち往生車両を救出しながら道路除雪

を行っていた。

これらの対応中の現地状況を、前述のパトロールカー

に設置したカメラにより、除雪ステーションや道路事務

所で把握することにより、全体像を把握した上で、効率

写真５ ワンマン型除雪グレーダからのカメラ映像

的に通行止め解除に向けた作業方法を検討できると考え

令和５年度は、除雪ステーションだけではなく道路事務

所でもカメラ映像を確認できる体制を構築する。

例えば、豪雪や地吹雪等を原因とした車両の立ち往生

による交通障害のために通行止め中の範囲を、カメラ

写真６ 運転席から撮影した映像

写真７ 複数台の車両にカメラを設置した場合
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写真８ パトロールカーからのカメラ映像

写真９ 現場代理人がパトロールカーからの映像を除

雪ステーションで確認している様子

を設置したパトロールカーや除雪ドーザで巡回を行うこ

とにより、現地状況の全体像を遠隔から現場代理人や事

務所職員が把握することで、優先して除雪すべき区間等

の具体的な指示を行うことが可能になるとともに、車両

や人員が不足している場合、作業班の増員等も検討、判

断できることとなる。

今回紹介した方法について、実際に車両の立ち往生に

よる交通障害発生時に活用することで、効率的な除雪作

業の一助となればと考える。

６．おわりに

車両の立ち往生等による交通障害は発生しないことが

一番だが、事前に備えられることは準備すべきである。

高齢化社会により、次世代を担う中間層、若年層のオペ

レータが減少することによって、多岐にわたる除雪技術

の継承が不確実となることが今後も続いていくことが考

えられる中で、今回紹介したようなカメラを設置した方

法による工夫が、将来の道路除雪の一助になればと考え

る。

参考文献

１）中村隆一、神賢治、村岡豊仁：第66回北海道開発技

術研究発表会論文、除雪オペレータの担い手不足と安定

的な除雪体制の確立に向けて

２）石道国弘、林朋幸、五十嵐匡：平成28年度北海道開

発技術研究発表会論文、新型１人乗り除雪グレーダの導

入について

108



＊１ 国土交通省 北陸地方整備局 長岡国道事務所 

＊２ 国土交通省 北陸地方整備局 長岡国道事務所 管理第二課 

令和４年１２月長岡・柏崎地域の集中降雪による車両滞留検証と対策検討について 

齋藤 勝博＊１ 小原 知実＊２ 山内 慎吾＊２ 

１．はじめに 

令和4 年 12 月 18 日（日）から12 月 20 日（火）にかけ

て、新潟県長岡・柏崎地域の一般国道8号、17 号では、並

行する高速道路の事故に伴う通行止めを契機に、国道への

通行車両集中と、記録的降雪が重なることで立ち往生が多

発し、これが除雪作業の遅れに大きく影響したことから、

大規模な車両滞留の発生に繋がった。立ち往生車両の排除、

除雪による路面状況の回復に時間を要し、最大38時間にわ

たり国道8号、17 号は通行止めとなり、社会・経済活動に

大きな影響を及ぼすこととなった。これを受け、長岡国道

事務所とNEXCO東日本新潟支社は、有識者を委員とする「令

和4年度新潟県内の冬期道路に関する対策検討会」（以下「検

討会」という）を令和5年1月23日、3月23日の2回開催

し、集中降雪による車両滞留を検証した上で、今後の対応

方針をとりまとめた。 

本稿は、検討会での検証及び対応方針とりまとめ、それ

らを踏まえた長岡国道事務所の対策検討について報告する

ものである。 

２．気象状況と大規模車両滞留発生の経緯 

 日本の上空に非常に強い寒気が入り、令和 4 年 12 月 18

日（日）から19日（月）にかけて強い冬型の気圧配置とな

った。18 日 16 時 02 分には長岡・柏崎など新潟県内の 11

市町に大雪警報が発表され、19日 23時 36分の解除まで大

雪警報は継続し、新潟県中越地域では記録的大雪となった。

特に19日未明には日本海寒帯気団収束帯（以下「JPCZ」と

いう）の影響で、柏崎市・長岡市を中心に集中的な降雪と

なり、時間 4～9cm の強い降雪が 10 時間程度継続した。こ

の集中降雪により、19 日の日降雪量（気象庁観測所）は、

長岡75cm/日で観測史上第3位を記録、柏崎72cm/日で観測

史上最大を38年ぶりに記録している。 

  

一方、道路の交通状況は次のとおりである。18 日午後に

継続的な降雪となったことで、高速道路では同時多発的に

各地で事故が発生し、18日 16時 45分から新潟県内各所に

おいて高速道路の通行止めが発生した。新潟県内の通行規

制延長は最長約281km（12月18日20時20分時点）に及び、

並行する国道を含め一般道に交通が流入した。長岡・柏崎

周辺地域では、北陸道・関越道で最長約52時間に及ぶ通行

止めが発生している。18 日の段階では流入した交通の影響

や継続する降雪により、国道8号、17 号でも数台の立ち往

生車両が発生したが、除雪対応により18日深夜には交通障

図-1地上天気図(12/19 9時) 図-2 気象衛星赤外画像(12/19 9時)

（新潟地方気象台 資料） （新潟地方気象台 資料）

図-3 24時間降雪量 ※気象庁提供

図-4 柏崎 時間降雪量

図-5 長岡 時間降雪量
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害は解消している。しかし、JPCZ発生の影響により、長岡・

柏崎周辺では19日未明から強い降雪が連続発生し、この降

雪が強い時間帯と高速道路の通行止め継続、月曜朝の通勤

時間帯における交通集中が重なり、国道8号、17 号では立

ち往生車両が多発、これを契機にして大規模車両滞留に発

展した。 

柏崎地域の国道8号では、集中降雪に加え、道路構造（縦

断勾配5％以上等）に起因し、米山台～鯨波、米山付近を中

心に立ち往生車両が多発、最大約22kmに渡って車両が滞留

した。立ち往生車両が除雪の障害となり、これらの排除作

業に多大な時間を要したため、災害対策基本法に基づく道

路区間指定を行い、19日 15時 40分より通行止めによる集

中除雪を実施したものの、全ての滞留車両を排出し、通行

止めを解除するまで38時間を要した。 

長岡地域の国道8号、17 号では、月曜朝の通勤と集中降

雪の重なりにより、市内中心部へ向かう主要な交差点を中

心に渋滞が発生。19 日 10 時頃には、国道 8 号、17 号以外

の各路線でも各所で立ち往生が発生したことで面的に渋滞

が拡大、同日18時過ぎには国道への流入や国道からの流出

が不能状態となり、約33kmに渡って車両が滞留し、災対法

に基づく道路区間指定の上、通行止めによる集中除雪を実

施したが、通行止め解除まで26時間を要した。 

３．検討会における検証 

 今回の大規模滞留を受け、長岡国道事務所とNEXCO東日本

新潟支社は、事実関係、原因・課題、対応の方向性を整理 

する検討会を設立し、大規模滞留に至った経緯を検証した。 

 令和5年1月23日に開催された第1回検討会では、気象デー

タ、高速道路の通行止め状況、国道の交通障害・立ち往生

発生状況、除雪体制、情報収集・情報提供の状況について

振り返り、国道における大規模滞留発生の原因・課題を次

のとおり確認した。 

図-6 長岡・柏崎 時間降雪量

図-9 交通障害・立ち往生発生の状況

図-7 柏崎地区の速度低下状況（ETC2.0プローブ情報）

図-8 長岡地区の速度低下状況（ETC2.0プローブ情報）
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1)渋滞・車両滞留の発生 

○発生した原因 

・本格的な降雪の約半日前からの高速道路の広域・長期通

行止めにより一般道へ交通集中 

・観測史上最大の降雪に対する除雪能力の不足 

・予測を上回る降雪に対し、直轄国道通行止めによる集中

除雪の体制が確保できていなかった。 

・長岡・柏崎地域全域での集中降雪によるアクセス道路の

混乱（国道への流入、国道からの流出不能による渋滞） 

・19日朝からの急激な交通量増加と朝の通勤時間帯等にお

ける交通量増加が重なることで立ち往生車が多発。早期

に通行止めの判断を行う必要があった。 

○長期化した原因 

・立ち往生車等が頻発し、排出に時間を要したことや、車

両牽引に同意を得られない車両も存在。結果、除雪作業

の支障となった。 

・渋滞発生後、現地にたどり着くことが困難となり、渋滞

状況の把握が遅れた。 

・予防的通行規制区間外において、CCTVカメラが不足し、

現地状況の全体把握が困難であった。 

2)気象情報を踏まえた行動計画 

・予測難易度が高いJPCZを原因とする集中降雪に対しては、

現状の気象予測に基づく行動計画では対応が困難 

・気象予測を上回る異常降雪となったことで、情報連絡本

部の設置が遅延 

3)広報、情報提供のあり方 

・事前の気象情報から大雪への備えの必要性が十分に認識

できず、本来実施すべき出控え要請等 事前広報が不十分 

・現地の渋滞状況等を情報収集に利用していたCCTVの不具

合等もあり、SNS等での情報発信が遅延 

・ライブカメラへのアクセス集中により、利用者の閲覧困

難な状況が発生 

・大規模滞留の発生状況や、立ち往生車両の排出や集中除

雪による通行止め情報など、あらゆる手段による通行の

回避を促す情報提供が不足 

・滞留車両（ドライバー）へ、渋滞状況のほか開口部や交

差点等での自主的なUターン等の行動変容を促す情報提

供が不十分 

・滞留車両(ドライバー)への乗員保護に関する情報（食料、

トイレ、燃料等）提供不足 

 第1回検討会で確認した前述の原因・課題は、これまでの

大雪対応でも個々に対策が検討されてきたものだったが、

集中降雪の発生時期（降雪の最初期）や発生条件（JPCZ影

響、月曜通勤時間帯等）が複合することにより、それぞれ

の対応に遅れが生じ、今回の大規模滞留に繋がったと考え

られる。 

４．検討会における対応の方向性とりまとめ 

 前項での原因・課題に対し、第1回検討会において対応の

方向性をとりまとめた。とりまとめの中でも重要なポイン

トとしては、検討会後の寒波に即応するため、次の長岡・

柏崎地域における当面の対応を定め、実施していることで

ある。 

1)行動計画見直し 

当該地域の降雪量に閾値を定め、閾値により機械的に体

制を取ることとした。具体には、対象の基準観測点で10cm/

時間、または2連続5cm/時間の降雪を観測した場合、情報連

絡本部を立ち上げ関係機関と情報を共有し、SNS等によりメ

ディア及び道路利用者への情報提供を行い、通行止めによ

る集中除雪を行うものとした。また、国道と高速道路のど

ちらかにおいて交通障害が発生した場合、緊密な連携のも

と躊躇なく同時通行止めを実施し、交通流入を抑制しつつ

集中除雪を行うものとしている。 

2)災害対策基本法の運用見直し 

 予防的通行規制区間は降雪量の閾値により災害対策基本

法の運用を実施、また車両移動措置について関係団体を通

じ荷主及び車両管理者に対する事前通知を徹底する。 

3)予防的通行規制区間の新設 

予防的通行規制区間が設定されていなかった今回の地域

を区間に追加設定し、除雪体制や通行規制方法を再検討し

た上で、降雪量の閾値をトリガーに除雪梯団を強降雪時の

運用に切り替える、除雪機械の事前配置を行う等の体制を

取る。 

4)各種情報提供及び出控え広報の強化 

 広報内容及び体制、タイミングを行動計画に事前設定し、

気象情報を踏まえた渋滞状況調査人員の事前確保を行った

上で、出控え広報の継続実施により大雪時の交通量を抑制、

道路情報板による毎日の情報提供頻度増、スタック車発生

時の位置・状況の情報提供、滞留しているドライバー向け

に定時の情報発信（今後の見通し、乗員保護活動等）、SNS

等による「大型車チェーン装着必要」の情報発信等、情報

提供を強化する。 

これらの当面の対応は第1回検討会直後の1月寒波で実行

し、令和5年1月27日夜間の柏崎市米山地区の通行止めによ

る集中除雪では、関係機関と緊密な連携により短時間の通

行止めで路面状況を回復することができ、令和5年1月28日

19時～29日6時の広域での同時通行止めによる集中除雪の

際も、除雪作業を効率的に実施し、立ち往生車の発生を防

止することができた等、社会活動に混乱が生じることはな

かった。特に情報連絡本部において調整を行った関係機関

連携の情報提供により、1月20日～1月29日の長岡国道管内
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の交通量は最大で約3割減少しており、出控え広報による効

果が一定程度あったものと推察される。 

令和5年3月23日に開催された第2回検討会では、当面の対

応の実施結果を報告し、対応の方向性を踏まえ次のとおり

具体の対策を検討した。 

○除雪能力を大幅に超える降雪への対応 

【柏崎地区】 

・急勾配区間等に消融雪施設を検討・設置（米山台では融

雪技術の試行として、遠赤外線融雪、カーボン発熱シー

ト融雪を設置） 

・除雪機械の増強（除雪ドーザ）、大雪予測時の除雪機械事

前配置（ロータリ除雪車）により、路肩幅員狭小区間を

集中除雪 

・Ｒ８柏崎バイパスの交通確保を最優先し、市街地部での

滞留発生を抑制するため、堆雪処理に時間を要する柏崎

高架橋区間に消雪パイプを設置 

・迅速な除雪作業に向けた体制強化 

・CCTVカメラを増設、監視体制強化 

図-10 R5.1月寒波時の対応状況 柏崎地区集中除雪

図-11 R5.1月寒波時の対応状況 情報提供・出控え広報強化

図-12 R5.1月の交通量（長岡国道管内）

最大で 

約3割減少

図-12 路肩幅員狭小の胞姫橋、上輪橋付近に除雪機械を事前配備

至 新潟 

至 上越 

R4.12.19 15 時頃 胞姫橋

路肩の堆雪により 

幅員狭隘化 

すれ違い困難

図-13 柏崎高架橋区間に消雪パイプ設置

大雪予測時の 

除雪機械事前配置 

による集中除雪 
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【長岡地区】 

・Ｒ１７高畑南交差点前後に、消雪パイプを設置 

・除雪工区境のＲ１７越の大橋付近を、長岡工区、堀之内

工区の両工区が重複して除雪、除雪頻度を増やす。 

・迅速な除雪作業に向けた体制強化 

・CCTVカメラを増設、監視体制強化 

【柏崎・長岡地区】 

・除雪支障車両の待避スペースを本線脇に確保（非常駐車

帯の拡大等） 

・滞留車両の本線Ｕターン可能箇所の確保（中央分離帯の

開口部設置、非常駐車帯の利用等） 

・通行止め規制箇所に職員や規制要員の待機・休憩施設、

仮設トイレ設置 

○渋滞・車両滞留状況の把握 

【柏崎・長岡地区】 

・CCTVカメラを増設、監視体制強化 

・従道路側の状況を早期に確認・共有し、従道路管理者へ

の除雪の要請や自治体を通じた出控え広報を実施する行

動計画を立案。実行力を備えるため来冬に向けて訓練を

実施 

○ 更なる対応力の向上に向けた取り組み 

【柏崎・長岡地区】 

・降雪量データの補完を目的に、簡易レーザー式積雪深計

を５箇所試行設置（R5.2月）、閾値付近の降雪量となる場

合には、簡易レーザー式積雪深計のリアルタイムデータ

から面的に降雪状況を把握 

・路面状況や立ち往生早期発見のため、立ち往生発生箇所

に簡易カメラ（インターバル式）を６箇所試行設置（R5.2

月）、状況把握を強化 

・今冬は簡易レーザー式積雪深計、簡易カメラともに箇所

を増設し運用 

５．おわりに 

 令和4年12月の長岡・柏崎地域における集中降雪による車

両滞留について、2回にわたる検討会での検証と対策検討に

ついて紹介したが、第2回検討会でとりまとめた今後の対策

の具体化と、長岡・柏崎地区以外の長岡国道管内でも令和4

年12月の集中降雪を踏まえた体制を構築することを目的に、

長岡国道事務所は令和5年度当初から所内検討会を開催し、

事務所全体で大雪対策に対する共通認識を醸成し、課題毎

に検討チームを編成、令和5年9月末までに検討を終え、今

冬の除雪計画、情報連絡本部運営に反映することとしてい

る。 

 令和4年12月の集中降雪による大規模車両滞留は、これま

での想定を超える降雪量や要因の複合化等により発生した

が、ハード面の対策以上に、情報連絡本部による関係機関

の情報共有、出控え広報や密な情報提供の重要性が明確に

なった。令和5年1月の寒波対応でも情報連絡本部が遅れる

ことなく設置され、関係機関協力のもと対応していくこと

が、異常降雪への対応力強化につながるものと考えられる。 

また、検討会において、行動変容につながるような具体

的な情報提供の実施、行動分析も含めた出控えを促す情報

提供、企業に対する雪を対象としたBCP作成の有効性、検討

結果の関係機関における確実な伝承といったソフト面の対

応強化について有識者から意見をいただいており、これま

での発想を転換し、雪による交通障害の防止に様々な観点

から対策を検討、その対策について訓練により実行力を備

えていくことが必要と考えている。 

 本稿の執筆時点は冬期前であるため、対策の準備や訓練

至 高崎

至 新潟

：消雪範囲 ※上り線側

至 高崎

至 新潟

図-14 Ｒ１７高畑南交差点前後に消雪パイプ設置

図-15 除雪工区端を重複除雪（隣接工区応援除雪を効率化）

図-16 本線待避スペース、本線Ｕターン可能箇所（イメージ）
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を行っている段階である。そのため、対策の実効性や追加

対策の要否は今冬の実施結果を踏まえ引き続き検討してい

く必要があり、検討と実施、振り返りを重ね、今後の雪害

対応に活かしていきたい。 

最後に、令和4年12月の集中降雪における大規模車両滞留

及び以降の対応にあたり、ご協力いただいた各地区建設業

協会をはじめ関係機関のみなさまにこの場を借りて感謝申

し上げたい。 

図-17 情報連絡本部の状況

図-18 関係機関とは設置期間中、 

常時 Web 会議接続 

図-19 令和4年度新潟県内の冬期道路に関する対策検討会 とりまとめ概要版
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